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合成液体燃料開発の現状と今後の展開　‥
天然ガスやバイオマスからの液体燃料
石油価格高騰が懸念される中、天然ガスやバイオマスから
の石油代替合成液体燃料が着目されつつある。導入支援と
技術開発の両面から、燃料多様化に関する政策提言を行う。
大学におけるシニア研究者の現状と
これからの役割　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
シニア世代の研究者を有効活用する
シニア研究者の退職は、年齢によって一律に決めるのでは
なく、研究成果に基づいて多様な選択ができる仕組みを構
築することが望ましい。
ライフサイエンス分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縡NIH支援による研究成果をオープンアクセスにする方針が適用される
縒治療や教育へのヴァーチャル・リアリティの応用が進められている
情報通信分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縱応用が広がる面発光型半導体レーザ
環境分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縟東アジア域における褐色雲の国際観測実験開始
縉画期的な二酸化炭素吸収セラミックスを開発
製造技術分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縋垂直磁気記録方式のHDDが初めて製品化へ
社会基盤分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縢インド洋沿岸へ暫定「津波監視情報」の提供を開始
フロンティア分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
繆雲仙火山科学掘削プロジェクトが成功裏に終了
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合成液体燃料開発の現状と今後の展開
　国際エネルギー機関等の予測では、中国およびインドの需要増大により、2015 年前後に
は、石油の需要が供給を上回ると予測されている。この時点から石油の価格は大きく上昇
すると予測され、供給不安が懸念される。
　こうした状況に備えるため、燃料多様化に向けた取り組みが必要である。多様化は、燃
料間の互換性・代替性を高め、エネルギー供給を巡る情勢変化への対応力を向上させるか
らだ。特に、天然ガスや石炭、バイオマスから環境負荷が低い液体燃料を合成する技術の
構築が重要になる。
　本稿では、石油代替の合成液体燃料として有望な 5つの燃料、①ジメチルエーテル②合
成灯軽油（GTL、ガスツーリキッド燃料）③メタノール④バイオエタノール⑤バイオディ
ーゼルを取り上げ、その特徴と開発の現状を、供給安定性、環境性、経済性の観点から紹
介する。次に、合成液体燃料の利用技術について、発電、輸送、工業、民生分野に分けて
述べ、欧州、北米、アジア、その他地域での利用状況の現状にも触れる。さらに、燃料開発・
導入における課題をまとめ、最後に導入支援と技術開発の 2点から、わが国の燃料多様化
への取り組みに関して以下の政策提言を行う。
盧導入支援
① ジメチルエーテルは利用用途が広く環境性も良いため、国としてその導入を促進すべき
である。ただしジメチルエーテルを自動車用燃料として実用化するには、新たな専用の
受入・貯蔵・供給インフラ整備が必要になる。バイオエタノール混合ガソリンの普及にも、
水分混入防止のため、製油所や油槽所、給油所の新たなインフラを整備する必要がある。
国として、これらの整備を支援していく。
② ジメチルエーテル、バイオディーゼル、バイオエタノールなどはバイオマス資源からの
製造が可能である。税制支援により、バイオマス起源燃料の競争力を強化する。また安
全面や環境面の問題を起こさないよう、燃料規格化をすすめる。
③ ジメチルエーテル、合成灯軽油の初期生産プラント建設は、技術、市場の不確実性から
民間企業のみで実施するにはリスクが大きい。初期生産プラント建設には、期限を定め
て公的支援を行う。
盪技術開発
① 合成灯軽油では、既に日本独自の技術を用いたパイロットプラント試験で 7バレル／日
の製造に成功している。国際競争力を強化するため、産官で数百バレル／日規模の実証
プラントを建設し、実証データを 2010 年までに得られるよう推進する。同時に、国内で
の生産から輸送、利用まで含めた大規模な実証プロジェクトを実施する。
② ジメチルエーテル利用の初期段階では、火力発電などの事業用発電用途や LPG 代替な
どの工業用途を促進する。中長期的には、自動車用燃料の研究開発を進める。
③ バイオエタノールやバイオディーゼルの供給を増やしていくには、原料の多様化が必要
である。国として中長期的に、木材など食品以外のセルロース系国内資源からバイオエ
タノールを製造する技術開発、ならびにオイルパーム樹の葉や残渣物からバイオディー
ゼルを製造する技術開発を進める。
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大学におけるシニア研究者の現状とこれからの役割
　日本は世界一の長寿国であり、かつ少子高齢化が顕著である。いわゆる団塊の世代、世
界でベビーブーマーと呼ばれる世代が間もなく退職年齢を迎えることで、日本の研究開発
にも大きな影響を及ぼすことが予想されている。これは先進国に共通の問題であり、各国
の取り組みを概観し、シニア世代の研究者が今後の日本の科学技術にどのように貢献でき
るかを検討し、提言を行う。
　団塊の世代が 2007 年から 2010 年までの間に大量にリタイヤし、経済が大きな影響を受
けることから、「2007 年問題」と呼ばれて注目されている。この世代は人数が多く、日本
経済に多大な影響があり、GDPが約 16 兆円も減少するという試算がある。
　一方、この世代は豊富な経験とノウハウを蓄積しており、元気で活力を維持している。
しかし、たとえ意欲と能力を兼ね備えていても、シニア世代の研究者を活用する仕組みが
充分ではないのが現状である。
　以上のような観点から、シニア研究者を人材として活用するために、以下を提言する。
盧大学での取組み
　日本の大学では、年齢による一律の退職制度を設けている大学がほとんどだが、北米の
大学では、外部研究費を獲得し続ける限り、年齢に関係なく研究活動を続けることができ
る。また多くの大学発のベンチャー企業も設立されている。このように、有能な者は年齢
を問わずに研究を行える制度となっていることが、北米が技術力を維持している大きな要
因の一つであろう。日本でも、研究費を獲得できる研究者は、大学で研究を継続できるよ
うにすることが望ましい。退職も年齢によって一律に決めるのではなく、研究成果に基づ
いて実施するシステムが考えられる。また、学生の学力レベルのばらつきに対処するため
に多くの大学で実施している補習に、シニア研究者を活用するのも一案である。一方、学
生に人気がない原子力や電力などの分野では、戦後、開発から応用まで一貫して携わって
きた年代の人たちがリタイアすることによって、技術が継承されなくなる懸念があり、大
きな問題になりつつある。研究者が減少している分野の技術を継承していくには、シニア
研究者の活用が最適である。今のうちに、技術継承のためのネットワークを構築するのが
望ましい。
盪大学以外での取組み
　近年産学連携が盛んになってきていることから、シニア研究者が一種のフリーエージェン
トとしてTLOなどの組織に所属することができれば、特許の取得とその管理や、大学と
企業をつなぐためのマネージメントの役割を果たすことができるであろう。また、一定の
責任はあるがリスクも小さい大学発の起業制度として、例えば公的資金を基礎にレンタル
ラボで研究するといった仕組みを考えるのも一案である。シニア研究者がその経験を活か
し、マネージャーとして若手と一緒に活動できれば、お互いメリットが大きいはずである。
　学会関係でも、シニア研究者の経験を生かした知的サービスを提供しているところや、
地元大学のシニア研究者が中心となってNPOを設立し、地元産業と大学などの発展のた
めに活動している組織がある。発展途上国向けのシニアボランティアや、子ども向けの科
学講義なども、定年にこだわらないアクティブなシニア人材の活用といえる。
　以上のように、シニア研究者が多様な選択ができる仕組みを構築することが、少子高齢
化や理科離れといった問題を解決する一助となろう。
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　NIH（米国国立衛生研究所）の支援を部分的にでも受けた研究成果をオープンアクセスにする方針が、
2005 年 5月2日より適用される。NIHに支援を受けた研究者は、雑誌に投稿しピアレビューを経て
アクセプトされた論文の最終電子版を、NLM（国立医学図書館）のPubMed Central に提出すること
を要求される。この目的として、研究成果のアーカイブを作成すること、これをファンディング運営に活
用すること、一般からのアクセスを円滑にすることが挙げられている。
　パブリックコメントの結果、論文が掲載されたジャーナルが発行されてから公開までの期間が、当初案
の6ヶ月から12ヶ月となったものの、NIHはできるだけ早い公開が望ましいとしている。公開をできる
だけ遅らせたい出版社との交渉で難しい立場に立たされる研究者が出ることを懸念する向きもある。NIH
のこの方針が、生物医学分野の論文出版の状況を大きく変える可能性が予想されている。
トピックス1　NIH支援による研究成果をオ プーンアクセスにする方針が適用される
　NIH（National Institute of Health、米国国立衛生
研究所）は、NIH支援による研究成果をオープン
アクセスにする方針を 2005 年５月２日より適用す
る。これは 2005 年２月３日に発表されたものであ
る。生物医学分野の論文出版の状況を大きく変え
る可能性のあることが予想されている。
　この方針では、NIHによって支援を受けた研究
者は、研究成果（論文）をNLM（国立医学図書館、
National Library of Medicine） の PubMed Central
に提出することを要求される。提出するのは、雑
誌に投稿しピアレビューを経てアクセプトされた
最終版原稿の電子版である。NIHの支援を部分的
にもしくは全面的に受けた、全てのリサーチグラ
ントとNIHの所内研究に適用される。NIHでは、
このためのシステム運営には、年間 200 万ドルか
ら 400万ドルかかると想定している。
　次の３点が目的とされている。
①  NIHが支援し、ピアレビューされた研究成果出
版物のアーカイブを作成し、重要な研究成果を
保存すること。
② ピアレビューされた研究論文を検索可能な状態
で保持することにより、ファンディングをする
NIH側が、より効率的な運営をするために利用
したり、研究計画を理解したり、研究の科学的
生産性を見たり、さらに、研究テーマの優先順
位付けをするために活用したりすること。
③  NIH支援による研究成果に、一般の人や、医療
関係者、教育者、科学者がより円滑にアクセス
できるようにすること。
　この方針は、まず 2004 年９月３日にNIHのホ
ームページを通して提案された。その後 2004年 11
月 16 日までにパブリックコメントが集められた。
パブリックコメントは 6,000 件が寄せられ、今回発
表された最終方針はこれを受けて改定し確定した
ものである。
　当初提案された案からの最も大きな変更は、論
文が掲載されたジャーナルが発行されてからパブ
リックアクセスが可能となるまでの期間である。
当初案では６ヶ月であったが、最終方針では、で
きるだけ早く公開することが望ましいとしつつも
最大で12ヶ月の遅延期間が設けられている。
　この方針には賛否両論ある。賛同側は今回の方
針は喜ばしいことであるとしているが、当初案で
は公開までの期間が６ヶ月とされていたところが
最終的に 12ヶ月となったことに対しては当初案か
らの後退であると憂慮を示している。一方、批判
側は、研究者が、早く論文を公開したいNIHと公
開を待って欲しい出版社の間の交渉をしなければ
ならないため、研究者が難しい立場に置かれるこ
とを懸念している。
参考文献：
１） “Implementation of Policy on Enhancing Public Access to Archived Publications Resulting from NIH-Funded 
Research”(Notice Number: NOT-OD-05-045, NIH Guide for Grants and Contracts, April 29, 2005),：http://
grants.nih.gov/grants/guide/notice-files/NOT-OD-05-045.html
２） “Policy on Enhancing Public Access to Archived Publications Resulting from NIH-Funded Research”（Notice 
Number: NOT-OD-05-022, NIH Guide for Grants and Contracts, February 3, 2005), ：http://grants.nih.gov/
grants/guide/notice-files/NOT-OD-05-022.html
３）Nature, Vol.433, p561, February 10, 2005
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　2005 年 4月20～22日にフランスの Laval（ラヴァル）市で第 7回国際ヴァーチャル・リアリテ
ィ（VR）会議が開かれた。今回の特徴は、専門家会議の中心的課題に、初めて心身の健康や教育・
職能教育へのVRの応用が設定された事であった。健康との関連では、特定の刺激に対する恐怖症や心
的外傷後ストレス障害に対する心理学的治療、医学的治療に伴う苦痛の緩和、リハビリテーション等へ
の応用が議論された。教育面では、抽象概念や複雑な空間的知識の学習に対する促進効果、危険・高
価な設備を再現した作業訓練方法などが紹介された。
　いずれの場合も、VRを過去の技術の置き換えという技術面に注目しただけでは効果を発揮することは
できない。体験者個人の状況や文化的因子との相互関係を考慮し、総合的な治療法あるいは教育方法の
一環として利用したときに有効であることが強調された。健康・教育いずれの分野も、今回日本からの
発表は無かった。
トピックス2　治療や教育へのヴァーチャル・リアリティの応用が進められている
　2005年４月 20～ 22日にフランスのLaval（ラヴ
ァル）市で、第７回国際ヴァーチャル・リアリテ
ィ（VR）会議が開かれた。当会議（“Laval-Virtual”）
は、VRに関する欧州最大の集会であり、専門家会
議、学術・企業展示、および学生VR競技会で構
成される。今回の特徴は、VRの健康及び教育・職
能教育への応用が、初めて専門家会議の中心的課
題に設定された事である。
　健康に関しては、「認知行動障害とVR」という
議題で討論が行なわれ、恐怖症や心的外傷後スト
レス障害（PTSD）に対するVR利用の先駆者である、
米国南カリフォルニア大学のAlbert Skip RIZZO
氏が、基調講演を行なった。臨床心理士の指導の下、
段階的に、広画角ヴィデオによって恐怖刺激（対
人場面・閉所・乗り物・昆虫等）を擬似体験する、
或は心傷状況を追体験する事によって、治癒効果
の認められた実例を示した。又、医学的治療に苦
痛の伴う事があるが、特に小児など忍耐が困難で
ある場合、VRによって注意逸散し、苦痛を緩和す
る事が試みられている。リハビリテーションの手
段としても実用化が始まっている。この他、欧州
の研究者からは、空間認知障害、摂食障害、行動
計画・制御障害、離人症等に関して、基礎的な研
究が紹介された。
　「VRと教育・職能教育」に関する専門家会議では、
学生が、重力・電磁場・分子の立体構造・海洋環
境など、抽象的概念や複雑な空間的知識を学ぶ際、
VRを併用した複合学習が有効である事が紹介され
た。又、成人に対する職能教育で、原子炉・重機・
高価な設備の操作や、宇宙飛行士の宇宙空間での
事故処理など、実地訓練の困難・不可能な場合に、
VRの利用が効果的であることが示された。
　米国ワシントン大学のWilliam WINN氏は、「VR
と教育・職能教育」研究を概観し、先ず過去の欠
点を指摘した。即ち、①VRが古い技術のどの部
分に置き変わる事が出来るかという、技術的側面
のみに注目し、②実体験の裏付けに基づいた、包
括的な構想を築かなかった為に、研究方法が厳密
性に欠け、VRが“どのようにして”学習過程に
作用するかというモデルを作れなかった事である。
一方、効果的なVR研究開発の留意点として、以
下の事柄を挙げている；①VRの効果は、体験者
個人の資質・状況・内容などに依存するため、VR
と生物学的・認知科学的・文化的因子との相互作
用を考慮する事が重要である、②体験者は、受動
的に感受するだけでなく、VR環境内で自発的に行
為することが重要である、③VRは単独で効果を
発するものでなく、様々な方法の一環としてはじ
めて有効に作用する。又、フランス国立職能教育
協会のMELLET-d’HUART氏は、「VR研究者と教
育研究・実務者が直ぐに同じ言語で対話すること
は容易ではないので、生物学・神経科学・認知科学・
心理学・現象学などの研究者が、両者を仲介する
事が有用である」との見解を述べた。
　健康・教育いずれの場合も、VRから翻って、ヒ
トの現実認識や自己把握に関して、多角的に考察
する動きが認められた。両分野で、今回日本から
の発表は無かった。
参考：Laval-Virtual ホームページ：http://www.laval-virtual.org/jp/index.php
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 情報通信分野 TOPICS Information & Communication
　面発光型半導体レーザは、東京工業大学の伊賀健一名誉教授の発明になる日本発のイノベーション技
術の一つである。通常の半導体レーザと異なって劈開工程が不要であり、微小なレーザ共振器を作成す
ることが容易という特徴を持つ。そのため、微小な電力で動作する、複数の光源を並べたアレー光源を
容易に作ることができる、また、低コスト化の可能性がある、といった利点がある。この技術の実用化
は欧米で先行し、米国のVixel 社などが近距離用光ファイバ通信の低コストレーザ光源として先に製品化
し、最近、マウス用光源などにも展開されている。日本でも本格的な応用が進展し、高速高解像度レー
ザープリンタシステムの新製品やホームシアタ用ハイビジョン信号の光無線装置が発表された。日本の大
学で誕生した面発光型半導体レーザは、本格的なイノベーション技術として今後も広まると予想される。
　面発光型半導体レーザ（VCSEL：Vertical Cavity 
Surface　Emitting Laser）は、東京工業大学の伊
賀健一名誉教授や小山二三夫教授等によって開発
された日本発のイノベーション技術の一つである。
通常の半導体レーザはエッジ（端面）発光型と呼
ばれ、GaAs（ガリウム砒素）ウェハ（結晶基板）
を細切れに割って得られる劈開面でレーザ共振器
が構成される。従って、結晶の劈開工程が不可欠
であるが、この工程には高い機械加工精度が要求
され、かつ、加工精度に応じた一定の長さの共振
器長が要るため微小化には限界がある。
　これに対し、面発光型は、ウェハ面に垂直に発
振する共振器構造を持ち、劈開工程が不要である
ことを特長とする。そのため、通常の半導体電子
デバイスと同様のマスク露光プロセスにより微小
なレーザ共振器を容易に作成できる。その結果、
レーザ発振の閾電流が 5mA以下と低いこと、ウェ
ハ面上に複数の一次元、あるいは、二次元のアレ
ー光源を容易に作れること、また、作成プロセス
が簡単なため低コスト化の可能性があるなどの利
点がある。
　面発光型は、1979 年の同教授らによる最初の論
文発表（Japanese Journal of Applied Physics）以来、
実用化が模索されて来た。最初の実用化は、近距
離用光ファイバ通信の光源として、お膝元の日本
ではなく欧米で先行し、Bell 研出身の J. Jewell ら
が立ち上げたベンチャーVixel 社（米）に始まって、
Honeywell 社（米）、Agilent 社（米）、Infenion社（独）
などが先にレーザ光源として製品化し、最近では、
マウス用光源にも展開されている。
　その背景には、日本で生まれた技術の芽を米国
でものにしようという風潮が 80年代後半米国で流
行し、研究費獲得の秘訣として喧伝された経緯が
ある。その理由は、70から 80年代にかけての日本
の成功が、欧米発の技術の芽を日本が育てて製品
にすることに起因するという認識が米国に一時広
まったからである。その後、日本でも光源自身と
その応用製品の開発が進み、昨年 11月のホームシ
アタ用ハイビジョン信号の光無線装置の発表や本
年３月の高速高解像レーザープリンタシステムの
新製品発表と相次いだ。
　ロジクール社（米）は、マウスパッドの位置検
出用に応用している。LED（発光ダイオード）を
光源とするマウスと異なり、レーザ光としての高
輝度性が発揮されるため、センサー感度が 20倍向
上し、マウスのトラッキング性能を 20倍向上でき
る。また、マウスパッドの表面をより多様な材質
から選択できるという利点もある。さらに、面発
光型の消費電力がLEDよりも低いためバッテリー
をLEDの場合より長持ちさせることができる。
　富士ゼロックス株式会社は、自社開発の面発
光型半導体レーザをプリンタ用光源として適用し
ている。従来の単一ビーム光源では、解像度を高
めるとレーザ・ビーム走査のスピードが低下する
が、ここで使われている面発光型半導体レーザは、
４×８の二次元アレーとなっており、並列印字の
効果によりカラーでの 2,400dpi（ドット／インチ）
という解像度を保持したままで、印字速度を向上
している。
　日本ビクター株式会社は、富士ゼロックス株式
会社製の高出力面発光型半導体レーザを光源とし
て、ハイビジョンの映像信号と音声信号を非圧縮
で光無線伝送する装置を製品化した。すなわち、
テレビ受信機やビデオ再生機に面発光型を内蔵し
た小型光送信機を搭載し、薄型大画面ディスプレ
ーに搭載した小型受信機へ無線で光伝送する装置
である。伝送速度は 1.5Gbps、伝送距離は 1.5mか
ら 10m。主としてホームシアター用途であるため、
人の目に安全なように、レーザ光を拡散させたア
イセーフ光学系を採用している。
トピックス3　応用が広がる面発光型半導体レーザ
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 環境分野 TOPICS Environmental Science
　東アジア地域全体を対象に、大気汚染ガスや大気中に浮遊するエアロゾルによる褐色雲がどのように
気候に影響を及ぼすかを調べる国際観測実験（ABC-EAREX05：Atmospheric Brown Clouds-
East Asian Regional Experiment 2005）が、2005 年 3月7日から本格的に始まった。この国
際プロジェクトは、日本をはじめ韓国、中国、米国の約30の研究機関が参加している。東アジア全域
にわたる16ヶ所の観測サイトでは、19日間にわたり、大気汚染ガスやエアロゾル、日射量、赤外線放
射量が測定された。また、人工衛星からの観測も同時に行われた。なお、3月に観測されたデータは、
2005 年 6月末に開催されるワークショップで発表される予定である。
トピックス4　東アジア域における褐色雲の国際観測実験開始
　2005 年３月７日、東アジア全域における大気汚
染ガスや褐色雲による気候影響研究を目的とした
国際観測実験（ABC‐EAREX05：Atmospheric 
Brown Clouds - East Asian Regional Experiment 
2005）が、本格的に始まった。
　アジア地域にて発生する褐色雲は、大気中に浮
遊するエアロゾル（注1）が高密度に集まった厚さ３
キロ程度の褐色の雲であり、主に酸性雨の原因と
なる大気汚染物質を起因とするエアロゾルや黄砂
から形成されている。この大気中の微粒子は日差
しを遮るため、地表・海洋に達する太陽光は減少
する。そのため、農作物に大きな影響を及ぼすと
ともに、アジア地域における近年のモンスーン異
常等に関連していることが指摘されている。また、
地球温暖化の正確な理解には褐色雲の実態解明が
欠かせないとされている。
　この褐色雲に関する調査研究のプロジェクトは、
2003 年、国連環境計画（UNEP）により「アジア
褐色雲国際研究プロジェクト」として立ち上げら
れた。今回のABC-EAREX05プロジェクトもその
一環であり、初めての東アジア域における褐色雲
の大規模観測である。このプロジェクトには、日
本をはじめ韓国、中国、米国の約30の研究機関（代
表研究機関：東京大学、ソウル大学）が参加して
いる。観測サイトは東アジア全域で 16ヶ所あり、
偏西風の風下である日本は、落石岬（北海道）、福
江島（長崎県）、奄美大島（鹿児島県）、辺戸岬、
宮古島、波照間島（沖縄県）、南鳥島（東京都）を
観測場所としている。観測時期は、偏西風により
黄砂が日本に飛来する時期が選ばれ、３月７日か
ら３月 25日の期間に一斉観測が実施された。各観
測サイトでは、大気汚染ガス（オゾン、一酸化炭
素、二酸化炭素、二酸化硫黄、窒素酸化物、揮発
性有機化合物）やエアロゾル（粒子径、質量濃度、
化学成分、分布）、日射量、赤外線放射量が測定さ
れた。また、人工衛星からもエアロゾルや雲の観
測が同時に行われた。各観測サイトで使用される、
異なる測定機器間において基準を一致させること
は非常に重要である。そのため、観測サイトの一
拠点である韓国・済州島に、各測定地で使用する
測定機器を持ち寄り、同じ標準物質および手順で
各機器の校正を行い、データの分析が実施された。
今回一斉に観測されたデータは、2005 年６月末に
日本で開催されるデータ解析ワークショップで発
表される予定である。
（注１）大気中に浮遊している固体あるいは液体の微細な粒
子のことをいう。エアロゾルは、太陽光を散乱・吸収した
り、雲の凝結核として働くことによって雲の性質を変化さ
せ、気候に複雑な影響を与えることが指摘されている。
東アジアにおける観測サイト
http://www.u-tokyo.ac.jp/public/pdf/170303.pdf より
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　京都議定書が2005 年 2月に発効したことを受け、温室効果ガス、特に二酸化炭素（CO2）排出削
減への取り組みが急務となっている。従来、アミン系の溶液が二酸化炭素の吸収能力が高いとされてい
たが、東芝がその10 倍以上の吸収能力を持つ新しいCO2 吸収セラミックスを開発した。このセラミッ
クスは、700℃前後の高温で吸収・排出を繰り返すという特徴を持ち、発電所の高温ガスからCO2 を
直接除去する装置などへの活用が期待されている。
　吸収したCO2 の純度も99.5% 以上と高く、放出後は製鉄工程の原料やドライアイスなどの材料など
に利用できる。実用化にあたっての課題は、コストを下げるための吸収剤の耐久性である。現在のところ、
200回程度の繰り返し処理性能は確認されているが、これを6,000 回程度まで引き上げることを目標と
している。この段階で、CO2１トンの吸収コストは2,000 円台と見込まれ、従来の吸収法の約半分に
なる可能性があることから、この分野の技術動向および取り組みが注目される。
トピックス5　画期的な二酸化炭素吸収セラミックスを開発
　京都議定書が 2005 年２月に発効し、温室効果ガ
ス排出削減への取り組みが急務となってきている。
ここではCO2吸収に関する最近の動向を紹介する。
　CO2 吸収については、従来、アルカノールアミ
ンという液体の吸収能力が最良であったが、東芝
は、この吸収液の 10倍以上の吸収能力を持つ新
しいCO2 吸収セラミックスを開発、発電所の高温
ガスからCO2 を直接取り去る装置などへの活用を
目指している。吸収剤は、リチウムとシリコンの
化合物でリチウムシリケート（Li4SiO4）という物
質である。多孔質体で、気孔は中心部まで連続し
てつながる３次元のネットワーク状になっている。
リチウムシリケートは 700℃以下でCO2 を吸収し、
700℃以上になると放出する性質を持つため、CO2
を吸った後に放出させて材料の繰り返し利用が可
能である。本セラミックスは、500～ 600℃という
高温でCO2 を吸収できるのが大きな特徴で、発電
所でのCO2 除去装置への適用が考えられている。
発電タービンに吹き込む直前の、高温で濃度の高
いCO2 ガスを吸収できる。CO2 濃度が薄くなった
排ガスから吸収するよりも吸収装置の効率が高く
なる。従来のアミン吸収液等を使う装置に比べ、
運転エネルギーや装置のスペースが小さくて済む。
　実用化の課題は、吸収剤の耐久性である。装置
中吸収剤の交換頻度が高くなると運転コストも高
まる。目標繰り返し数は6,000回近くで、実現すれば、
後処理も含めてCO2 １トンの吸収コストは 2,000
円台と見込め、従来吸収法に比べ約半分にできる
可能性がある。既に、約 200 回分の性能は確認し
ており、今後、添加物や試験方法自体も工夫して
さらに耐久性を高める計画である。吸収したCO2
純度は 99.5％以上と高く、放出後は製鉄工程の原
料やドライアイスなどの材料などに利用できる。
　京都議定書目標達成に向けて、これからCO2 吸
収に関する技術やシステムの開発が益々重要にな
る。上記も含めてこの分野の技術動向および取り
組みが注目される。
CO2 吸収セラミックス
http://www.toshiba.co.jp/env/jp/management/
technology_j.htmより
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　垂直磁気記録方式を採用したハードディスクドライブ（HDD）が、2005 年 4～7月中に初めて商
品化される予定だ。垂直磁気記録技術は1975 年に日本の大学で考案されたもの。現在使用されてい
る水平磁気記録技術に対し、磁気記録の方向をディスク面内に垂直に配列することによって、面記録密
度を大幅に高めることが可能で、HDDの小型化、大容量化、高速化が期待される。2005 年中にまず
ノートパソコンやミュージックプレーヤ向けに、本技術を採用した1.8 型および2.5 型 HDDの量産を開
始する。
　今後 PDAや小型ミュージックプレーヤに使用されている超小型磁気ディスクである0.85 型 HDD へ
の適用も予定している。2007年頃には、デスクトップパソコンやハードディスクビデオレコーダに使わ
れている3.5 型で1テラバイトの製品も視野に入れている。HDDの大容量化、小型化、低価格化が進
めば、携帯電話への採用や新たな情報機器の開発など、IT市場の活性化につながる可能性を秘めている。
トピックス6　垂直磁気記録方式のHDDが初めて製品化へ
　2004 年 12 月に株式会社東芝が、また 2005 年
４月に日立グローバルストレージテクノロジーズ
（日立 GST）が、ハードディスク装置の小型化や
大容量化を可能にする垂直磁気記録方式を採用し
た新製品を、それぞれ 2005 年中に商品化すると
発表した。
　垂直磁気記録技術は、当時、東北大学電気通信
研究所教授であった岩崎俊一氏（現東北工業大学
学長）が初めて考案し、1975 年に論文発表を行っ
たものである。現行で広く使用されている水平磁
気記録技術は、磁気記録情報をディスク面に水平
に配列しているもので、これまで記録ビットを小
さくすることで面記録密度を上げてきたが、超常
磁性限界と呼ばれる物理的な限界に近づきつつあ
るとされ、たとえ記録媒体の膜厚を薄くし、高密
度化を達成したとしても、温度などの外因により
揺らぎが発生し、記録磁化が乱されてしまうとい
った問題が発生する。また、水平に配列している
ため隣り合うビットの境目は反発しあう極同士が
向き合うことになり不安定になる。そのため、従
来の水平方式では120～ 150ギガビット/inch2 の面
記録密度が限界との見解が強い。一方、垂直磁気
記録方式では、隣り合うビット同士が引き合うこ
とで情報は安定して記録できる。さらに縦長の磁
性粒子を使うことで厚みを増やすことができ、こ
の結果、熱によるデータの消失を防ぐことができ
る。これまで同技術の実用化については、軟磁性
裏打ち層によるノイズや、結晶粒子間の磁気的な
結合によるノイズが問題視されていたが、裏打ち
層の２層構造による反磁性結合の導入、および結
晶粒の均一化と粒界の物理的な分離によりこれら
を解決した（日立GST）。また、ヘッドの分解能向
上も大きな要因である。
先に市場への投入を発表した東芝は、40ギガバイ
トを搭載した 1.8 型 HDD（厚さ５mm：ディスク
１枚）の量産を、2005 年４～６月に開始すると発
表した。さらに、2005 年７～９月には、80 ギガ
バイトを搭載した 1.8 型 HDD（厚さ８ｍｍ：ディ
スク２枚）の量産を開始する。また、今後、PDA
（Personal Digital Assistance）等で使われる 0.85 型
HDDにも垂直磁気記録技術を採用し、超小型磁気
ディスク装置の大容量化をはかる。
　一方、2005 年４月に発表を行った日立GSTは、
実験段階で現時点（2005 年４月）での業界最高と
なる 230ギガビット／ inch2 の面記録密度を達成し
たとの発表もあわせて行った。この値は、現状の
水平磁気記録技術で到達している記録密度の約２
倍に相当し、２年後の 2007 年ごろにはデスクトッ
プパソコン等で使われている 3.5 型 HDDに、約１
テラバイトの記憶容量の搭載が可能とコメントし
ている。2005 年中に投入される新製品としては、
120 ギガバイト程度を搭載したノートパソコン用
2.5 型HDDが予定されている。
時期記録媒体の概念図
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　3月29日にスマトラ島付近でマグニチュード8.7の地震が発生した際、日本からインド洋沿岸の11
ヶ国に「津波監視情報」が初めて提供された。本情報はまだ公式提供前だったが、準備を終えていた
ため緊急的に情報を提供することができた。「津波監視情報」は気象庁の観測データに加え、世界地震
網の約120のデータによって地震の震源・マグニチュードの決定を行い、インド洋沿岸約10カ所の潮
位データを用いて、津波の監視を行うもの。3月31日に公式の提供が開始された。
　しかし、この情報提供はあくまで暫定措置である。平成17年1月に神戸市で開かれた国際防災会議
の政府間会合で合意された、インド洋域における津波警戒メカニズムを早期に構築することが求められて
いる。また既に太平洋津波警報センターが設置されている太平洋においても、地域センターである「北
西太平洋津波情報センター」を3月28日に設置し、北西太平洋域各国に津波の高さ予測を含むより詳
細な「北西太平洋津波情報」の提供を開始した。
　平成 16 年 12 月 26 日に発生したスマトラ島西
方沖の地震による大津波は、インド洋沿岸諸国に
甚大な被害をもたらし、本年１月に神戸市で開か
れた国連防災世界会議において「インド洋災害に
関する特別セッションの共通の声明」が出された。
半年以内に日米がインド洋沿岸諸国に津波に関す
る情報提供の暫定的な開始を、２～３年後にシス
テムの本格運用を目指している。
　「インド洋域における津波警戒メカニズム」が国
際的に構築され、その本格的な運用が開始される
までの暫定的な措置として、気象庁では、ハワイ
の太平洋津波警報センターと協力して、「津波監視
情報」の提供を行うこととし、従来からの長野県
松代に設置されている気象庁精密地震観測室での
観測データに加え、世界地震網の約 120 のデータ
により、地震の震源・マグニチュードの決定を行い、
静止気象衛星より入手したインド洋沿岸にある既
存の約 10カ所の潮位データを用いて、津波の監視
を行うものである。
　「津波監視情報」の提供が可能となった後の３月
29日 01時 10分頃（日本時間）にスマトラ島付近
でマグニチュード 8.7 の地震が発生した。この時に
は、「津波監視情報」の運用開始前であったが、気
象庁では、インドネシア、タイ、マレーシア、インド、
スリランカ、モルジブの６カ国に対してFAXにて、
地震の発生時刻、震源の位置及び地震のマグニチ
ュードの連絡を行った。
　引き続き 01時 50 分頃から、上記６カ国にオー
ストラリア、モーリシャス、ミャンマー、シンガ
ポール、英国（チャゴス島向け）の、津波の到達
が予想される 11カ国に対して、津波の到達予想時
間について緊急的にFAXにて連絡を行い、各検潮
所での津波の観測結果（津波の到達時刻と津波波
高）についても 11カ国に対して随時FAXにて連
絡を行った。
　３月中旬から、インド洋沿岸に関係する 27カ国
に対して「津波監視情報」の受領希望の有無等に
ついて照会し、スリランカとシンガポールについ
ては公式に回答のあった３月 31日から提供が開始
された。５月 16日現在、16カ国から受領希望の公
式回答が来ている。
　インド洋における国際的な津波早期警報メカニ
ズムの構築にむけた第１歩がスタートした。
　日本の高度な津波予報技術を用いた国際貢献で
あるばかりでなく、遠方で発生した津波に対する
日本への津波予報の精度向上にもつながるもので
ある。
　昨年 12月のスマトラ沖地震による津波被害を受
けて、国外の地震についても、その発生の事実等
を速やかに公表することが求められ、３月 28日か
ら国外でマグニチュード 7.0 以上の大地震が発生し
た場合、従来の日本への津波の影響の記述に加え、
国外への津波の影響の記述を加えた「遠地地震の
地震情報」を地震発生から概ね 30分以内に発表す
ることとなった。
　また、3月 28日には北西太平洋域のロシア、韓国、
中国、フィリピン、インドネシア、パプアニュー
ギニアの６カ国に対し、津波の高さの予測を含む
詳細な津波情報の提供を行う「北西太平洋津波情
報センター」が設置され、運用を開始した。太平
洋域においては、太平洋津波警報センターが津波
情報の提供を行っているが、北西太平洋津波情報
センターは、詳細な津波情報を提供する地域セン
ターとしての役割を担うものである。
トピックス7　インド洋沿岸へ暫定「津波監視情報」の提供を開始
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 フロンティア分野 TOPICS Frontier
　1990 年から始まった長崎県雲仙・普賢岳の噴火活動を契機に、文部科学省は1999 年から6年間
にわたり、科学掘削により噴火機構とマグマ活動を解明するための国際共同研究を実施してきた。科学
掘削では、山体内部に細長い穴を掘り、火道の岩石を採取するとともに、穴の中に各種センサーを挿入
して温度や密度などを計測する。雲仙火山では1999 年から4回の科学掘削が実施されたが、2004
年 7月に約 2,000mまで掘削し、固結して間もないマグマを採取することに成功した。この科学掘削
を通じて、火道の岩石の温度や形状、マグマの運動などについて新しい知見が得られた。掘削により得
られたデータと、噴火の際に地表で実施した各種の観測結果とをあわせて分析することで、マグマが上昇
するプロセスが一層明らかになった。プロジェクトは終了したが、今回の成果は将来の噴火予知のための
重要な一歩であり、今後も研究が継続されることが期待される。
トピックス8　雲仙火山科学掘削プロジェクトが成功裏に終了
　1990～ 95年の長崎県雲仙・普賢岳の噴火活動で
は、溶岩ドームの崩壊により火砕流が繰り返し発
生し、さらには降雨により土石流が派生した。長
期の噴火活動で、合計で 44名が犠牲となるととも
に東側および北東側山麓地域に多大な被害がもた
らされた。
　文部科学省（当時科学技術庁）研究開発局海洋
地球課では、1999 年から６年間にわたり、雲仙火
山の科学掘削（ボーリング）により噴火機構とマ
グマ活動を解明するための国際共同研究を実施し
てきた。この国際プロジェクトをUSDP①という。
　科学掘削とは、山体内部に細長い穴を掘り、地
下に埋もれている岩石を採取するとともに、穴の
中に各種センサーを挿入して温度、密度、地震波
速度、電気伝導度、帯磁率、空隙率などを計測し、
地球内部にどのような岩石がありどのような状態
になっているかを調べるものである。雲仙火山の
科学掘削は 1999 年にUSDP‐１からスタートし、
４本の科学掘削が実施されたが、その中で最大の
掘削は、北側山腹から平成噴火のマグマの通路で
ある火道まで斜めに掘削して、固結して間もない
マグマを採取する火道掘削（USDP‐４）であっ
た。この掘削は、国際陸上科学掘削計画（ICDP②）
から一部資金援助を得て国際プロジェクトとして
実施された。USDP‐４は、2002 年２月に掘削を
開始し数度の中断時期をはさみ、2004 年７月に約
2,000mまで掘削し、火道の岩石を採取して無事に
終了した。この掘削は、垂直方向に約 1,000m、水
平方向に約 1,500mに及んだが、未固結な火山物質
からなる火山体の掘削としては前例のない大傾斜
掘削であった。地表下の浅い箇所で発生した多く
のトラブルを克服し、関係者の努力と最新技術の
投入により掘削に成功した。
　本研究に参加した独立行政法人産業技術総合研
究所地質情報研究部門の宇都浩三副部門長や東京
大学地震研究所火山噴火予知研究推進センターの
中田節也教授らのグループは、USDPを通じて雲
仙火山の 45万年にわたる噴火の歴史や、マグマの
上昇・噴火の仕組みをさまざまな角度から研究し
てきた。火道の岩石は、掘削前の推定では 600℃程
度の高温を保持していると考えられていたが、実
際には熱水の効果的循環により約 170℃に低下して
いた。また、山体中心部には過去の噴火の通り道
が多数存在しており、その形は円筒状ではなく板
状であることが判明した。このことから、雲仙火
山のマグマは、噴火のたびに火山体を割って新し
い板状の通路を作って上昇し噴火したことが明ら
かになり、平成噴火の際に地表で実施した各種の
観測結果と対比することでマグマがどのように上
昇したかが一層明らかとなった。今回の成果は将
来の噴火予知のための重要な一歩であり、得られ
た岩石試料や計測データを元に、今後も詳細な研
究が継続されることが期待される。
①【USDP】 Unzen volcano Scientific Drilling Project
②【ICDP】  International Continental Scientific Drilling 
Program
雲仙科学掘削の概況
写真提供：アジア航測譁
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　世界の燃料別需要予測では、石
油が従来同様主要エネルギー源と
して、2020 年まで年平均 1.9％の
伸びで着実に増加する見通しであ
る１）。随伴ガス（LPG：Liquefied 
Petroleum Gas）を含む石油製品
の需要は、中国、インドの需要
増大により、2010 ～ 2020 年頃、
その供給を上回り、石油価格高
騰、石油供給不安が予測されてい
る２）。今後、上記需給逆転に備え
ると同時に地球温暖化や大気環境
汚染対策の観点から、石油より埋
蔵量の多い天然ガス、バイオマス、
石炭で低環境負荷の液体燃料を合
成し利用していく技術構築が重要
になる。
　欧州では、地球温暖化ガス排
出削減、自動車の排ガス対策や燃
費向上の視点から、天然ガスやバ
イオマス、石炭からの低環境負荷
合成液体燃料の開発、導入を政府
主導で推進している。米国やブラ
ジルは、エネルギーセキュリティ
と農業振興を狙いに、その豊富な
バイオマス資源からの液体燃料製
造・利用をすすめている。南アフ
リカ共和国では、天然ガスや石炭
から液体燃料を生産、自国で利用
あるいは欧米に輸出している。
　一方、日本では、2003 年 10 月
「エネルギー基本計画」における
石油、ガス体及び石炭に関する技
術重点施策に対応して、天然ガス、
石炭からの合成液体燃料技術開発
を、また、2002 年 12 月「バイオ
マス・ニッポン総合戦略」のエネ
ルギー高効率転換技術重点施策に
対応して、バイオマスからの合成
液体燃料技術開発を推し進めつつ
ある。しかしながら、燃料製造コ
ストの高さ、インフラ面での実証
不足、燃料規格の未整備などの課
題が残っている。燃料多様化に向
けた取り組みは、燃料間の互換性・
代替性を高め、エネルギー供給の
地政学的リスクへの対応力を向上
させる。一次エネルギー供給源を
多様化し、環境負荷を低減する視
点から非常に大切である。
　本稿では、石油代替の合成
液体燃料として有望な５つの燃
料、①ジメチルエーテル（DME：
DiMethyl Ether）、②合成灯軽油
（GTL［Gas To Liquid］ 燃 料 ）、
③メタノール、④バイオエタノー
ル、⑤バイオディーゼル（BDF：
Bio-Diesel Fuel）を取り上げ、開
発現状、利用状況、課題、今後の
展開について述べる。第２章では、
合成燃料の特徴と開発現状を供給
安定性、経済性、環境性の観点か
ら紹介する。合成液体燃料の利用
技術については、第３章で、発電、
輸送、工業、民生分野から述べ、
欧州、北米、アジア、その他地域
の現状にも第４章で触れる。燃料
開発・導入における課題を第５章
にまとめ、最後に、第６章でわが
国の燃料多様化への取り組みに関
する政策提言を行う。
科学技術動向研究
合成液体燃料開発の
現状と今後の展開
̶天然ガスやバイオマスからの液体燃料̶
大平　竜也
環境・エネルギーユニット
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　ここでは、燃料需要の中長期な
動向と、これから導き出される石
油代替燃料の必要性、さらに新し
い合成液体燃料の特徴と開発現状
について述べる。
２‐１
燃料需要の動向
　図表１に示すように、世界の燃
料（１次エネルギー）消費は2020
年まで年率 2.1％で増加すると予
測され、1980 年から 2000 年まで
の過去 20 年間の伸び（同 1.7％）
を大きく上回る。石油は、これ
までと同様に主要エネルギー源と
して、2020 年まで年平均 1.9％の
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伸びで着実に増加する見通しであ
る１）。
２‐２
石油代替燃料の必要性
　石油の可採年数は約 41年（BP
統計 2003）と予測されている。と
ころが、国際エネルギー機関、経
済協力開発機構、オイルメジャー
等の予測では、中国、インドの需
要増大により、2015年前後に石油
の需要が供給を上回り始める。こ
の時点から石油の価格は大きく上
昇する。図表２に示すように、需
要が供給を上回り始める時点を燃
料のRoll Over Point（供給減少・
価格上昇点）と称す２）。石油価格
高騰、石油供給不安が懸念される。
　石油や随伴ガスの Roll Over 
Point に備え、今後、石油より埋
蔵量の多い天然ガス、バイオマス、
石炭から液体燃料を合成し利用し
ていく技術の構築が重要になる。
２‐３
特徴と開発現状
　現在、石油代替の合成液体燃料
として、①ジメチルエーテル、②
合成灯軽油燃料、③メタノール、
④バイオエタノール、⑤バイオデ
ィーゼルなどが有望である。これ
らの液体燃料が、天然ガスやバイ
オマス、石炭からどのようにして
合成されるかを図表３に概念的に
示す。図表４には、上記燃料の長
所、短所、操作性をまとめた。以
下に、これらの特徴（製造技術、
供給安定性、経済性、環境性）と
開発現状を記す。
盧ジメチルエーテル
　ジメチルエーテルは、天然ガ
ス、バイオマス、石炭など多様な
資源を原料として製造されるクリ
ーンな燃料で、常温時気体である
が、容易に液化する。硫黄を含ま
ず、着火・燃焼特性も良く、人体
への影響もないが、熱量、潤滑性
が軽油に比べて低い。製造技術に
は、間接合成法と直接合成法のふ
たつがある（注１）。現在、日本では
噴射剤等として１万トン／年使用
しており、世界では、15万トン程
度使用されている。今後の供給量
見通しは、日本企業を主体にした
天然ガスからのジメチルエーテル
生産プロジェクト（図表５参照）
合計で約 470～ 640 万トン／年で
ある。ただし、日本の LPG消費
量が約 1,900 万トン／年（熱量換
算でジメチルエーテル約 3,000 万
トン分、2002年）であることを考
えると、当面のジメチルエーテル
予想供給量はLPG消費量の約２
割で、LPGをすぐ代替できるわけ
ではない６）。中長期的には、世界、
特にアジア地域全体で発電用燃料
に対する需要が急増した場合、ジ
メチルエーテルのニーズが高まる
可能性がある。
　ジメチルエーテルの経済性につ
いては、事業用発電用途輸入価格
の目標値が、約 1.5 ～ 2.0 円／千
kcal で、軽油、LPGよりも安価、
液化天然ガス（LNG：Liquefied 
Natural Gas）（約 2.0 円／千 kcal、
図表２　燃料の需給逆転曲線
文献２）より文献１）より
図表１　世界の燃料需要の動向
図表３　合成液体燃料の合成プロセスと利用分野
文献３，４，５）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
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過去３年間の実績値平均）と同等
レベルである。一方、工業用LPG
代替用途価格は、LPGと比較して
受入基地及びユーザー設備改造の
コスト、さらにジメチルエーテル
低熱量に起因して増える物流・貯
蔵コストなどを加味すると、ジメ
チルエーテルのコストはLPGを
上回ることも考えられる。ジメチ
ルエーテル製造コストの低減化が
課題となっている。
　環境性については、製造時の熱
量あたり二酸化炭素（CO2）排出
量が、LPG、LNGに比べて大きく、
利用時の排出量は同程度と見込ま
れる（注２）。ただし、利用時の効率
性を考慮すると、発電用では、石
油火力より優位で、ディーゼル自
動車などでは、軽油、LPGより優
位となる。軽油に比べて粒子状物
質（PM：Particulate Matter） を
排出せず、自動車排ガス対策とし
ても意味をもつ。
盪合成灯軽油燃料
　合成灯軽油燃料は、天然ガス、
石炭等を原料として軽油・灯油・
ナフサ等を連産品として製造され
る合成炭化水素で、硫黄分や芳香
族分を含まない着火性のよい液体
燃料である。中でも合成軽油は
既存の軽油供給インフラが使用可
能なためディーゼル自動車用燃料
（軽油代替）として期待されてい
る。合成灯軽油製造技術は、大き
く合成ガス製造、フィッシャー・
トロプシュ（FT）反応（注３）、水
素化分解の３つで構成される。合
成灯軽油製造に取り組む企業は、
主として海外の石油開発メジャー
ズ（注４）で、技術レベルは、研究
開発レベルのものから商業化目
前のものまで様々である。日本で
は、JOGMEC（独立行政法人石油
天然ガス・金属鉱物資源機構）が
千代田化工建設譁や新日本製鉄譁
の技術を用いて、2003年９月に合
成灯軽油の製造（７バレル／日の
パイロットプラント）に成功した
が、その後の計画が具体化してい
ない。
　現在、世界の生産量合計は約
147 千バレル／日（Shell、Sasol
等）で、早ければ数年後には、中
東を中心とした他の計画中プロジ
ェクトが実現し本格的な供給が開
始される見込みである。原料費が
安い中東地域での計画であること
から、短期的には、必ずしも中東
依存度の低減につながらないとの
見方があるが、長期的には、東南
アジアの中小規模ガス田からも供
給される可能性もある。
　経済性については、安価な中
東産天然ガスを原料とする合成
灯軽油燃料を輸入する場合、石油
系軽油に比べて 10 円／リットル
程度、供給価格が高くなるとの
試算があるが、製造プランント
の大規模化によってコスト低減
の見通しもある。
　環境性については、利用時の
CO2 排出量は石油系軽油に比べて
やや減少するが、製造時の排出量
が増加するため、全体でもやや増
加すると見込まれる。二酸化窒素
（NOx）や PM排出量は減少する
ため、自動車排ガス低減の可能性
がある。
蘯メタノール
　メタノールは、原料をガス化
後、メタノール合成によって製造
される。化学用品の原料としての
需要は確立している。燃焼によっ
て硫黄酸化物（SOx）や煤塵は発
生しないが、発熱量が低いことや
毒性があることから液体燃料とし
ての利用は日本ではあまり進んで
いない。世界では、年間 70 万ト
ンのメタノールがガソリンに添加
され利用されている。主な地域は、
ブラジル、米国、EUである。日
図表４　合成液体燃料の概要と特徴
合成液体燃料 長所 短所 操作性
ジメチルエーテル
（DME）
着火・燃焼特性が良い
環境特性が良い
利用機器の改造が必要
低潤滑性
加圧液化し輸送・
貯蔵
合成灯軽油
（GTL燃料）
着火・燃焼特性が良い
既存インフラが使用可能
石油価格に連動の可能
性有り
低潤滑性
灯油・軽油と同等
の扱い
メタノール 常温・常圧で液体 毒性、低カロリー
灯油・軽油と同等
の扱い
バイオエタノール
カーボンニュートラル
再生可能エネルギー
環境特性が良い
食料との競合
吸水性、腐食、劣化
低カロリー
防水対策が必要
バイオディーゼル
（BDF）
カーボンニュートラル
再生可能エネルギー
既存インフラが使用可能
食料との競合
成分の不安定化
低カロリー
従来ディーゼル燃
料と同等の扱い
文献２，６）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
図表５　ジメチルエーテル製造企業化計画（一部抜粋）の現状
開発企業 技術 企業化計画
ディー・エム・イー・インター
ナショナル（JFE他各社連合）
直接法（スラリー床）
250℃、4～ 8atm
3.7 万トン／年計画中
91万トン／年市場調査中
日本DME譁
（三菱ガス化学他各社連合）
間接法（メタノール脱水法）
183万トン／年計画中
オーストラリア
三井物産グループ 間接法
250万トン／年計画中
イラン他
トプソ（デンマークの会社） 直接法（固定床反応） ベンチ試験
濾天化集団公司（中国の会社） 間接法（メタノール脱水法）
現在5万トン／年生産中
100万トン／年計画中
文献５）と http://www.meti.go.jp/committee/summary/0002068/0001.html をもとに科学技術動
向研究センターにて作成
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本では、メタノール専用車が関東
地区を中心に 200台余り走ってい
る。政府が推進した低公害車燃料
普及、エコ 2000 計画（2000 年ま
でにメタノール燃料供給スタンド
2,000 ヶ所設置構想）は達成され
ていない。
　メタノールは価格的に競争力が
低く法制面における制約ともあい
まって、自動車用燃料として今後
著しく導入が進展すると見るのは
難しい。ただ、改質が容易である
というメリットを生かして、小型
情報機器や二輪車の燃料電池用
燃料としての利用が検討されてい
る７）。また、携帯機器向けにメタ
ノールを燃料とするダイレクト・
メタノール型燃料電池の研究開発
もすすんでいる。
盻バイオエタノール
　バイオエタノールは、サトウキ
ビ、トウモロコシ等のバイオマス
燃料を生物化学的に変換して製造
される。大気中のCO2を増加させ
ないカーボンニュートラルという
特徴を有す再生可能エネルギーの
一つであるが、金属、ゴムなどの
腐食、劣化、また水吸収による燃
料性状劣化という課題もある。
　日本では、2003 年８月にガソ
リンへのエタノール混合上限３％
が規格化された。まだ、普及が進
まないが、３％をエタノールで置
き換える（以下E3）場合、約 180
万キロリットル /年が必要にな
る。全量を輸入する場合、図表６
の燃料用エタノール生産国からわ
かるように、輸出供給余力がある
のは、ブラジル１国になる可能性
が高い。国内では、原料となる糖
やでんぷん供給が、食用との競合
もあり非常に難しい。燃料価格に
ついては、現状、ガソリン（蔵出
しで約 27円／ｌ）にくらべ、エタ
ノール（日本到着時価格 40～ 50
円／ｌ）は割高で、原料不作や原
料市況の影響も受ける。以上より、
全ガソリンのE3化に必要なエタ
ノールの価格・供給安定化を図る
には、輸入国との長期契約等の対
応が必要である。
　ライフサイクルアセスメント
（LCA：Life Cycle Assessment）
で評価したエタノールのCO2 排
出量は、バイオマス燃焼時のCO2
排出量を計上しないことから、図
表７に示すように、ガソリンの
CO2 排出量の 13～ 45％程度の排
出となり、ガソリンより優位であ
る６）。しかし、エタノール等の酸
素含有化合物がガソリンに混合さ
れると、排ガス中の一酸化炭素、
ハイドロカーボンは減少するが、
NOx、アルデヒド、燃料蒸発ガス
は悪化する傾向にある。このため、
現在日本では、３％の上限が課さ
れている。
眈バイオディーゼル
　バイオディーゼルは、パーム油、
ナタネ油等バイオマス由来の油脂
を熱化学的変換（メチルエステル
化反応）した脂肪酸メチルエステ
ルであり、原液のままあるいは軽
油と混合してディーゼル車に利用
される。国内では一部の自治体等
で公用車に利用されている。
　日本が、バイオディーゼルを輸
図表６　主要国のエタノール生産量
文献６）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
図表７　エタノールのCO2 排出に関するライフサイクルアセスメント
Well to Tank は生産（採掘）、輸送、製造（精製）時のCO2 排出量、Tank to Wheel は燃焼時
のCO2 排出量を示す。ケース１は原料収量、廃材発生密度などが平均値の場合で、ケース２
は収量が平均より 15％低下、廃材発生密度が平均の 50％と悪条件の場合。国産エタノール
のNREL、NEDOプロセスは、それぞれ米国National Renewable Energy Laboratory、日本の
NEDOで研究開発中の木質系バイオアマスを活用したエタノール発酵プロセス。試算の前提
は、目標ベースのもの。ガソリンのLCAは実稼動プラントデータに基く精密な試算であるの
に対し、バイオ燃料については多くの仮定を置いたラフな計算であることに留意。日本の温
室効果ガス排出量インベントリへの計上を検討する場合、本検討で評価したもののうち、国
外での化石燃料使用（海上輸送含む）は対象外となる点にも留意。図中の“＋α”は存在す
る量が不明であることを示す。 文献８）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
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入する場合、原料生産国の輸出余
力を考えると、東南アジアのパー
ム油が最も有力である。ただ日本
着の試算コストは 38～ 91円／ｌ
で、軽油（蔵出しで約 30円／ｌ）
と比べるとコスト高である６）。廃
食油を原料とする国内産の場合で
も、72 ～ 87 円／ｌとコスト高に
なる。
　ライフサイクルアセスメント
（LCA）で評価したバイオディー
ゼルのCO2 排出量は、バイオエタ
ノールと同様にバイオマス燃焼時
のCO2排出量を計上しないことか
ら、図表８に示すように、軽油排
出量の 28～ 57％程度の排出とな
り、軽油より優位である６）。海外
において生産された燃料を輸入す
る場合も、燃料製造時CO2 排出量
は日本の排出とカウントされない
メリットがある。バイオディーゼ
ル混合軽油の自動車排ガスへの影
響については、平成 14年度環境
省が試験した結果、軽油に比べ一
酸化炭素（CO）、NOxの増加が示
されている。PMに関しては、す
すが減少する一方、軽油潤滑油未
燃成分が多く生成される。今後、
燃料のもつ様々な性状が燃料タン
ク、エンジン等の車両機器や排ガ
スに与える影響を詳細に分析する
必要がある。
図表８　バイオディーゼルのCO2 排出に関するライフサイクルアセスメント
Well to Tankは生産（採掘）、輸送、製造（精製）時のCO2 排出量、Tank to Wheel は燃焼時の
CO2 排出量を示す。ケース１は原料収量などが平均値の場合で、ケース２は収量が平均より
15％低下、廃材発生密度が平均の 50％と悪条件の場合。軽油のLCAは実稼動プラントデータ
に基く精密な試算であるのに対し、バイオ燃料については多くの仮定を置いたラフな計算で
あることに留意。日本の温室効果ガス排出量インベントリへの計上を検討する場合、本検討
で評価したもののうち、国外での化石燃料使用（海上輸送含む）は対象外となる点にも留意。
バイオディーゼル燃焼時には、CO2 が排出されるが、バイオディーゼル組成が一定していな
いため、その量は正確には不明である。
文献８）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
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　ここでは、合成液体燃料の利用
技術を発電、輸送、工業、民生の
４分野で述べる。各種燃料の利用
用途を図表９にまとめた。
３‐１
発電用
　ジメチルエーテルは、NOx、一
酸化炭素、煤塵などの少ないクリ
ーン燃料であり、既存の発電用燃
料代替として、図表10に示すよう
なガスタービン、ディーゼルエン
ジン及びボイラー、燃料電池など
での利用が考えられる。ただ、新
規の合成燃料であり、実用化のた
めには、燃料性状の変更に対応し
た技術開発や検証が必要である。
図表９　合成液体燃料の利用用途
利用用途 DME GTL燃料 メタノール バイオエタノール
バイオデ
ィーゼル
発電用 火力発電 ○
輸送用
ガソリン代替 ○
軽油代替 ○ ○ ○
LPG代替
燃料電池自動車用 ○ ○
工業用 灯重油代替 ○
民生用
家庭用LPG代替 ○
都市ガス用原料 ○
灯重油代替 ○ ○
燃料電池用 ○ ○
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３‐２
輸送用
　ジメチルエーテルは、着火性が
良好でPMを全く排出しないこと
から、軽油代替燃料としてディー
ゼル自動車への適用が見込まれて
いる。PM規制への対応が不要で、
NOx規制へも還元触媒などの適
用が可能になる。新長期NOx排
出規制をクリアできる可能性もあ
る。ただ、自動車用燃料として利
用するには、ポンプ大容量化など
車両の改造、燃焼最適化等の課題
もある。さらに、ジメチルエーテ
ルやメタノールは、他の燃料に比
較して、低温で水素に改質できる
ことから燃料電池自動車用燃料と
しても有望である。
　一方、合成灯軽油燃料は、輸送
用燃料として、既存インフラの大
幅改造なしに利用できる見込みが
ある。合成灯軽油は、当面の間、
10～ 30％の範囲で石油系軽油と
混合して用いれば自動車用に問題
ないと予想されている。合成灯油
は、航空用ジェット燃料として期
待されている。
　メタノールは、２章でも述べた
ように、自動車用燃料として利用
されているが、発熱量が低いこと
や毒性があることから、その普及
はあまり進んでいない。
　バイオエタノールは、ガソリン
に混合して、自動車用燃料として
使われている。バイオディーゼル
は、軽油に混合してディーゼル車
で用いられる。ただし、車両側に
一定の改造を行ったり、通常のデ
ィーゼル車よりも頻繁に定期的な
メンテナンスを行ったりしながら
利用しているのが現状である。
３‐３
工業用
　工業用機器のうち、ボイラー等
の単純な燃焼機器については、ジ
メチルエーテルをLPGと同類の
燃料として互換性をもって取り扱
える可能性が高い 10）。ガラス加工
用バーナや繊維乾燥炉など、微妙
な火炎制御を要求される機器につ
いては、バーナ構造などの技術開
発が必要である。
３‐４
民生用
　ジメチルエーテルは、一般民生
用ガス器具で利用するLPG代替
として有望である。ただし、LPG
とジメチルエーテルのいずれにも
対応し、更には任意の混合ガスに
も対応できる燃焼機器があれば、
ユーザーの燃料選択の自由及び燃
料安定供給から非常に望ましいこ
とになる。その技術開発と見極め
は、ジメチルエーテル利用の重要
な課題である。
　灯油や重油等の石油系燃料は、
民生業務部門における冷暖房、給
湯等熱需要の約６割を占める。
CO2 排出量削減の観点から、バイ
オエタノールは、既設民生用ボイ
ラーにおいて石油系燃料への混合
利用が検討されている 10）。
図表 10　ジメチルエーテル利用発電機器
秬ガスタービン発電 秡ディーゼルエンジン発電
文献９）より
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　ここでは、合成液体燃料の開発、
利用に関する世界の動向を記す。
４‐１
欧　州
　EUは、地球温暖化対策の観点
から、2001年 10月に発効した「再
生可能エネルギー推進指令」に
おいて、2010 年までに１次エネ
ルギーで再生可能エネルギー割合
を 1998 年の６％から倍増の 12％
に引き上げるという目標を設定し
ている 12）。再生可能エネルギーの
中でも特にバイオマスの潜在力は
大きいとみなされており、EUは
2010年までにバイオ燃料で 5.75％
達成を目指す。欧州では、米国、
日本と異なり、ディーゼル車が多
く、欧州自動車メーカーもバイオ
マス燃料の開発に出資している。
　上記方針を受けて、ドイツは、
バイオディーゼルの導入を政策的
に支援しており、ミネラルオイル
税 0.47 ユーロ／ｌ（63.9 円／ｌ、
１ユーロ＝ 136円で換算）が免除
されている。この結果、バイオデ
ィーゼルは、石油系ディーゼル燃
料よりも約 0.12 ユーロ／ｌ安くな
り、コスト競争力のある燃料とな
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っている。
　スウェーデンでは、エネルギー
製品に対して、３つの異なる燃料
税、①エネルギー税、②炭素税、
③硫黄税が課される。エネルギー
税は化石燃料と電力に課税、炭素
税および硫黄税は、各々、排出さ
れる二酸化炭素量、燃料中硫黄量
に応じて徴収される 13）。図表 11
に示すように、バイオ燃料は、エ
ネルギー税が免除、炭素税、硫黄
税が課されないため、燃料コスト
が抑えられ、導入が促進されてい
る。また、スウェーデンには、石
油代替自動車燃料分野でEUの開
発補助金、エネルギー庁の開発補
助金を得た大規模施設（エタノー
ル製造プラント、ジメチルエーテ
ル製造プラント）が３ヶ所、その
ほか小規模施設も各地にあり、石
油代替燃料の開発が進められてい
る 12）。
４‐２
北　米
　米国は、大気汚染防止、エネル
ギーセキュリティー確保、農業振
興を狙いにバイオ燃料の開発、導
入を積極的に推進している。ガソ
リンの10％をバイオエタノールで
代替するE10燃料は、主要都市で
広く販売されており、全販売ガソ
リンの 13％がE10になっている。
連邦政府は、バイオエタノールに
対し 0.14 ドル／ｌ（14.7 円／ｌ、
１ドル＝ 105円で換算、段階的に
削減）、バイオディーゼルに対し
0.27 ドル／ｌ（28.3 円／ｌ）の補助
を行うと同時に、研究開発、普及
に約 200 億円／年（2003 ～ 2007）
の予算措置を行っている。
　バイオエタノールは、トウモ
ロコシを原料に中西部 19州の 84
工場（含む建設中）で約 1,400 万
kl／年（2004 年）生産されてい
る 15）。燃料生産者の約半分は、農
業従事者などの原料生産者であ
る。生産プラントは、生産コスト
低減のため、大規模化が進んでい
る。バイオディーゼルは、大豆油
や廃食油を原料に全国の 20工場
（15工場建設中）で約 10万 kl／年
（2003 年）生産され、バイオエタ
ノールより量は少ないが、生産プ
ラントは大きくなりつつある。
　一方、合成灯軽油については、
米国系企業のエクソンモービルや
コノコフィリップスが、天然ガス
コストの比較的安い中東のカター
ルで、天然ガスからの合成灯軽油
生産商業プロジェクト（８万～15
万バレル／日）を計画中で、2009
～2011年には生産開始予定である。
　カナダでは、連邦政府が 1980
年代半ばよりエタノールに関す
る研究開発を支援してきており、
1992 年以降、連邦政府のガソリ
ン税からはエタノールが除外され
ている。2003 年 10 月にはカナダ
気候変動対策プログラムの下で、
１億ドルのエタノール利用拡大プ
ログラムが発足。これは、2010年
までに全ガソリンの 35％に 10％
のエタノールを添加するという
目標を支援する内容となってい
る 12）。
４‐３
アジア
　現在、パーム油の世界生産量第
１位と第２位が、マレーシアとイ
ンドネシアで、それぞれ 12百万
トン／年、8百万トン／年であ
る。パーム油は、他の植物油に比
して生産量が多く、安価で増産し
易く、バイオディーゼル原料とし
て優位となっている。マレーシア
は、2005年には現状比2百万トン／
年の増産見込みで、インドネシア
も2006～ 2007年には現状比１～
２百万トン／年、増産する見通し
である。バイオディーゼルの両国
での利用は今後の課題であるが、
両政府とも、パーム油を原料に国
内でバイオディーゼルを製造し、
輸出することに力を入れようとし
ている 16）。日本は、バイオディー
ゼル製造技術の供与や事業ファン
ド支援で協力し、両国からのバイ
オディーゼルを輸入できるような
環境整備をすすめるべきである。
　中国では、第 10次５ヵ年計画
（2001 ～ 2005 年）にて、E10（ガ
ソリン 10％をエタノールに置換）
の使用を指定した。国際原油価格
の高騰を受けて、バイオエタノー
ル混合ガソリンの使用試験が2004
年から５省で始まり、2005 年末
までに全国に拡大される予定であ
る 17）。また、ジメチルエーテル
についても、家庭用 LPG代替向
けにメタノール合成間接法により
約５万トン／年生産している。数
図表 11　スウェーデンにおける各種燃料のコスト
1996年のデータ。ECUは、EUROの旧称                                                                           文献 14）より
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年のうちに、天然ガスや石炭から
100 万トン／年レベルの生産にな
るとの予測もある３）。
４‐４
その他
　ブラジルでは、豊富なサトウキ
ビを原料にバイオエタノールを年
間1,500 万キロリットル（2004年）
生産し、ガソリンに混合利用して
いる。サトウキビの価格安定化を
目的に 1930 年代より導入し、現
在、E25（エタノール 25％含有ガ
ソリン）車とエタノール 100％車、
混合率に関係ないフレックス燃料
車の３タイプの自動車が走行して
いる。昨年、同国は 240万キロリ
ットルのエタノールを輸出、うち
50万～ 80万キロリットルが工業
用と飲料用であったが、近年、燃
料用で米国、欧州向けが増えてい
る。日本市場にも輸出を考えてお
り、2005年１月には、調査団が日
本を訪問した。
　南アフリカ共和国では、サゾー
ル（Sasol）社が石炭から、モスガ
ス（Mossgas）社が天然ガスから
合成灯軽油燃料を生産している。
生産能力は、サゾールが約 10万
バレル／日、モスガスが約３万バ
レル／日である。これらの会社が
生産する合成灯軽油燃料は、石油
卸売各社が国内市場での販売シェ
アに応じて購入することが義務づ
けられており、油槽所あるいは末
端市場において石油製品と混合利
用されている。同国政府は、合成
灯軽油燃料合成産業保護のため、
「Floor Price」と呼ぶ参照原油価
格下限値を決め、原油価格がその
下限値を下回った場合、その差額
をベースにサゾール、モスガス社
に補助金を拠出する仕組みをとっ
ている４）。
5   燃料開発・導入における課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　エネルギー・燃料政策の観点か
ら、石油代替の合成液体燃料とし
て有望な５つの燃料について、今
後の開発・導入における課題を以
下にまとめる。
５‐１
ジメチルエーテル
　ジメチルエーテルは、着火・燃
焼特性がよく、すすを発生しない
クリーン燃料である。利用用途も
広く、天然ガスだけでなく、石炭
やバイオマス等からも生成するこ
とができ、１次エネルギー供給源
多様化の視点から非常に重要であ
る。現段階では、ジメチルエーテ
ル価格が石油系燃料に比べてやや
高く、自動車以外の用途において
一定規模の需要を確保し、ジメチ
ルエーテルの価格を下げることが
望ましい。ジメチルエーテル火力
発電所の新設や LPG代替で、事
業用発電用途や工業用途としての
需要を拡大していく必要がある。
同時に直接法及び間接法によるジ
メチルエーテル製造技術の低コス
ト化も必要である。
　一方、ジメチルエーテルを自
動車用燃料として利用するために
は、供給インフラとして、自動車
燃料用ジメチルエーテル専用の流
通インフラ整備、実証試験が必要
である。自動車についても、ジメ
チルエーテルの低熱量をカバーす
るためのポンプ大容量化やもれや
すさ対策、燃焼最適化等の研究開
発課題があり、車両価格の低減も
含め、中長期的な取り組みが求め
られる。これとあわせて、ジメチ
ルエーテルの安全基準や燃料規格
などについて、利用を容易にする
ための法整備なども必要である。
５‐２
合成灯軽油燃料
　合成灯軽油燃料の生産計画プロ
ジェクトは、主に、中東を中心に
進んでいるため、合成灯軽油燃料
の日本への導入は、短期的には必
ずしも中東依存度の低減につなが
らない可能性が高い。しかし、長
期的には、世界全体、特にアジ
ア地域で軽油に対する需要が高ま
り、これに対応して、中東のみな
らず東南アジアの中小規模ガス田
からの供給が広がっていく見通し
もある。また、合成灯軽油燃料は、
天然ガスだけでなくバイオマスや
石炭からも製造されることから、
長期的、国際的には、燃料消費地
において生産できる。一次エネル
ギー供給源の多様化の観点から、
合成灯軽油の製造・利用の取り組
みは、今後も重要である。既存イ
ンフラの大幅な改善なしに自動車
用燃料として利用できる大きなメ
リットもある。
　日本では、第２章に記したよう
に、日本の独自技術を用いたパイ
ロットプラント試験で合成灯軽油
燃料の製造に成功しているが、既
に商業化規模のプラントを建設
しつつある海外技術との競合に際
し、数百バレル／日規模の実証プ
ラントでの実績とデータを得て、
関係者の信頼を得る必要がある。
さらに国内での合成灯軽油生産か
ら輸送、利用まで含めた大規模な
実証プロジェクトを実施すること
も期待される。民間での本格的な
事業化展開に向けては、初期リス
ク軽減のため、合成灯軽油プラン
ト建設資金に対する融資制度の整
備も必要である。
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５‐３
メタノール
　メタノールは、ダイレクト・メ
タノール型燃料電池の研究開発の
進展や国連によるメタノール燃料
カートリッジ国際基準化承認 11）
を受けて、小型情報機器向けの燃
料電池用燃料として需要が出てく
る可能性がある。天然ガス、バイ
オマス、石炭からメタノールを
合成する基本技術は、ほぼ確立し
つつあり、今後、合成プラントの
大型化、低コスト化技術が必要に
なる。
５‐４
バイオエタノール
　ガソリン全量をE3（３％をエ
タノールに置換する）化する規模
でバイオエタノールを導入するこ
とについては、CO2 排出の算定上
ガソリンよりも優位であることか
ら地球温暖化対策として一定の意
義を有する。一方、供給面では、
大部分を輸入に依存せざるを得な
いこと、また、供給余力があるの
はブラジルのみと見込まれること
から、バイオエタノールの十分な
安定供給性は確保できない可能性
がある。また、エタノール混合ガ
ソリン精製・流通過程のインフラ
にかかる設備投資は、輸入インフ
ラや吸水性対処設備等を含め、最
低でも 3,500 億円程度と試算６）さ
れている。燃料コストもガソリン
より大きいことを考えると、エネ
ルギー政策の選択肢としては、現
時点でいくつか課題がある。
　しかしながら、１次エネルギー
供給源の多様化の観点から、バイ
オエタノールの利用についての取
り組みは、引き続き重要であり、
政府として、インフラ整備、燃料
税軽減、木材資源等国内資源から
のバイオエタノール製造技術開発
など、適切な導入支援を講じてい
くことが必要である。
５‐５
バイオディーゼル
　バイオディーゼルを輸送用燃料
として利用することは、バイオエ
タノールと同様に、CO2 排出の算
定上軽油よりも優位なことから、
地球温暖化対策として一定の意義
がある。一方、経済性、供給安定
性を考えると、東南アジアのパー
ム油を原料とした輸入バイオディ
ーゼルや国内廃食油からのバイオ
ディーゼルには、いくつかの課題
がある。しかし、燃料多様化の観
点から、バイオディーゼル利用の
取り組みは今後も大切である。
　日本は、一般のディーゼル車で
安全や環境の面から問題がないバ
イオディーゼル混合軽油性状を検
証し、燃料規格化を進める必要が
ある。また、バイオディーゼル導
入を推進しているドイツ、スウェ
ーデンのように燃料税を軽減し普
及を促す施策も考えられる。中長
期的には、パーム油以外の葉っぱ
や残渣物からバイオディーゼルを
製造する技術開発が必要である。
6   提　言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　石油需要は、今後も年平均
1.9％の割合で着実に増加する見通
しである。アジアの石油需要増大
を受けて、石油価格のさらなる高
騰と石油供給不安が予測される。
石油代替燃料開発とその利用は、
燃料間の互換性・代替性を高め、
エネルギー供給を巡る情勢変化へ
の対応力を向上させる。一方、燃
料多様化に関する技術開発や石油
代替燃料の普及は、本来、市場機
能の力を最大限に引き出して進め
たいが、市場機能の活用のみでは
十分に進まない面もある。エネル
ギーセキュリティー確保や地球温
暖化問題、大気環境汚染改善の視
点から、期限を設けて国としてこ
の施策に関与する必要がある。
　前章で述べた合成液体燃料の課
題の中でも特に優先的に推進すべ
き事項を踏まえ、石油代替燃料の
普及を戦略的、多角的に進める政
策について、導入支援と技術開発
の２点から以下に提言する。ここ
では、グローバルなWTO（世界
貿易機関）の原則（注５）も考慮した。
盧導入支援
①インフラ整備と実証試験
　ジメチルエーテルは、燃料とし
ての利用用途が広く、環境性、エ
ネルギーセキュリティー確保の視
座からも、国はその導入を促進す
べきである。新規の合成燃料であ
るジメチルエーテルを自動車用燃
料として実用化するには、ジメチ
ルエーテル専用の新たな受入・貯
蔵・供給インフラ整備が必要にな
る。また、バイオエタノール混合
ガソリンの普及には、水分混入防
止のため、民間企業が製油所や油
槽所、給油所の新たなインフラを
整備する必要がある。国民に理解
してもらいながら、国として、こ
れらの整備を支援していく。バイ
オエタノールの流通実証初期試験
は、今年、産官で行われる予定で
あるが、引き続き、期限を明示し
て支援を継続する。ジメチルエー
テル利用の実証試験は、経済特区
のような特別地域で先行実施し、
科 学 技 術 動 向　2005年 5月号
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課題抽出、本格普及につなげる。
②燃料税軽減と燃料規格化
　環境性向上を踏まえ、バイオマ
ス起源の新燃料が、欧米ブラジル
などで政策的に導入されている。
バイオマス資源からのジメチルエ
ーテル、合成灯軽油燃料、バイオ
ディーゼル、バイオエタノールな
どバイオマス起源燃料の燃料税を
軽減し、その導入を早急に開始す
る。税制支援により、バイオマス
起源燃料の競争力を強化する。
　バイオディーゼル混合燃料につ
いては、自動車排ガスなどへの影
響分析がまだ十分でないため、バ
イオディーゼル利用の環境整備
として、一般のディーゼル車で安
全や環境の面から問題がないバイ
オディーゼル混合軽油性状を検証
し、燃料規格化をすすめる。ジメ
チルエーテルについても、仕様、
品質保証などの燃料規格の検討に
着手することが必要である。
③事業投資優遇
　合成灯軽油、ジメチルエーテル
燃料の初期生産プラント建設は、
技術、市場の不確実性から民間企
業のみで実施するにはリスクが大
きい。初期生産プラント建設には、
期限を定めて公的支援を行う。ま
た、海外における合成灯軽油、ジ
メチルエーテル生産プラント建設
資金への融資は、国際協力銀行の
資源開発金融枠の対象とし、金利
及び融資限度を優遇する制度を構
築する。CO2 削減効果のあるプロ
ジェクトについては、国際協力を
得ながら、京都議定書のクリーン
開発メカニズム（CDM）（注６）条項
を活用していく。
盪技術開発
① 合成灯軽油燃料製造実証
　プラント
　合成灯軽油燃料は、中長期的な
輸送用燃料の多様化や環境問題対
応の意義から独自技術を開発して
いくことが望ましい。日本の民間
企業コンソーシアムは、国の支援
を受けながら、2003 年に独自技
術を用いてパイロットプラント試
験で 7バレル／日の合成灯軽油燃
料製造に成功した。合成灯軽油燃
料分野の国際競争力を強化するた
め、本技術に基づいて産官で数百
バレル／日規模の実証プラントを
建設し、実証データを 2010 年ま
でに得られるよう推進する。同時
に国内での合成灯軽油生産から輸
送、利用まで含めた大規模な実証
プロジェクトも実施し、合成灯軽
油燃料の普及を目指す。
②ジメチルエーテル利用技術
　ジメチルエーテル利用の初期段
階では、ジメチルエーテル火力発
電などの事業用発電用途や LPG
代替などの工業用途を促進し、中
長期的には、自動車用燃料として
の取り組みが必要である。ジメチ
ルエーテルの低熱量をカバーする
ための燃料ポンプ大容量化やもれ
やすさ対策、燃焼最適化等の研究
開発を促進する。
③バイオマス燃料製造技術
　バイオエタノールやバイオディ
ーゼルの多くは、現状、サトウキ
ビなどの食物やパーム油などの油
から製造しているが、燃料供給を
増やしていくには、原料の多様化
を考える必要がある。食物以外の
木材や草木、古紙などのセルロー
ス系の国内資源からバイオエタノ
ールをつくる技術開発、ならびに
オイルパーム樹の葉っぱや残渣物
からバイオディーゼルを製造する
技術開発を国として中長期的に進
める。
謝　辞
　本稿をまとめるに当たり、東京
大学大学院農学生命科学研究科の
横山伸也教授、独立行政法人石油
天然ガス・金属鉱物資源機構の鈴
木信市調査役、JFEホールディン
グス株式会社ジメチルエーテルプ
ロジェクトリーダーの北野良幸理
事、新日本石油株式会社研究開発
本部佐藤幹基グループマネージャ
ー、三菱商事株式会社機械新規事
業開発ユニット澤一誠マネージャ
ーのご意見もご参考にさせていた
だきました。ここに深く感謝致し
ます。
参考文献
01）  財団法人日本エネルギー経済研
究所、「アジア／世界エネルギー
アウトルック―急成長するアジ
ア経済と変化するエネルギー需
給構造―」、2004年３月
02）  大木良典、「エネルギー及び地球
温暖化問題の動向と当社の取り
組み」、三菱重工技報vol.40 No.1
（2003‐1）；電気新聞「21世紀の
エネルギー技術論④」、2005年２
月４日、４面
03）  経済産業省総合資源エネルギー
調査会石油分科会石油部会第 14
回燃料政策小委員会資料：
  http://www.meti.go.jp/committee/
summary/0002068/0001.html
04）  財団法人日本エネルギー経済研
究所「天然ガスからの液体燃料
（GTL）の市場性について」、2001
年 11月：http://eneken.ieej.or.jp/
05）  図解新エネルギーのすべて、譖
化学工学会 SCE.Net 編、工業調
査会、2004年
06）  経済産業省総合資源エネルギー
調査会石油分科会石油部会燃料
政策小委員会第二次中間報告骨
子（案）：http://www.meti.go.jp/
committee/downloadf i les/
g40415a51j.pdf
07）  環境＆エネルギーのEEchanceホ
ームページ：http://www.eechance.
  com/mt_ecolife/archives/entry/
000067.html
08）  経済産業省総合資源エネルギ
ー調査会石油分科会石油部会
第９回燃料政策小委員会資料
4-2：http://www.meti.go.jp/
committee/summary/0001744/
科 学 技 術 動 向　2005年 5月号
20 Science & Technology Trends   May  2005 21
合成液体燃料開発の現状と今後の展開　̶天然ガスやバイオマスからの液体燃料̶
0001.html
09）  経済産業省審議会研究会ホーム
ページ：http://www.meti.go.jp/
committee/download f i l e s/
g40324a06j.pdf
10） 環境省地球環境局ホームページ：
  http://www.env.go.jp/earth/
report/h15-02/h-08.pdf
11）  IT mediaモバイルホームぺージ：
  http://www.itmedia.co.jp/mobile/
articles/0412/02/news037.html
12）  NEDO 海外レポート、No.879、
2002.4.15、No.948、2005.1.26、
No.951、2005.3.9
13） 原子力図書館ホームページ：
  http://mext-atm.jst.go.jp/atomica/
01070611_1.html
14）  N. El Bassam, Energy Plant 
Species published by James & 
James Ltd.（1998）page 54.
15）  エネルギー経済 第 31巻、第 1号、
p.72（2005年冬季）
16）  経済産業省総合資源エネルギー
調査会石油分科会石油部会第 11
回燃料政策小委員会資料：
  http://www.meti.go.jp/report/
downloadfiles/g30922b41j.pdf
17）  中国情報局ホームページ：http:/
/news.searchina.ne.jp/2004/1014/
stockname_1014_024.shtml
環境・エネルギーユニット
大平　竜也
科学技術動向研究センター
蘋
工学博士。企業にてエネルギー機器の研
究開発に従事。専門は、機械工学、エネ
ルギー工学、原子力工学。現在、エネル
ギー・環境分野の科学技術政策並びにエ
ネルギー・環境・経済の 3E問題解決に
資する政策と企業経営に興味をもつ。
執　筆　者
（注1）間接合成法では、合成ガスからメタノールを製造し、メ
タノールを脱水してジメチルエーテルをつくる。本技術は、成熟
技術の組み合わせで、実用化段階である。一方、直接合成法で
は、合成ガスからメタノールを経由せずに直接ジメチルエーテ
ルを製造する。日本独自の直接合成技術は、研究開発段階であり、
JFEホールディングス譁が中心となり、釧路で100トン／日の
パイロットプラント実験を2003年12月より実施中である。
（注2）ジメチルエーテルは改質反応等に相当量の熱を必要とす
るため、Well-to-Tank（生産、輸送、製造）での熱量あたり理
論的二酸化炭素排出量は、LNG、LPG、石油に比べて増加する
と見込まれる。一方、ジメチルエーテルは酸素を含み、LPG、
軽油に比べて炭素含率が小さいが、重量あたり発熱量も LPGの
約6割と低いため、利用時における理論的排出量は、LPGと同
程度と見込まれる 6）。
（注3）触媒を用い、COとH2 の反応から液状の炭化水素を合
成する。1923年、ドイツの F. フィッシャーとH. トロプシュ
が発見した。
（注4）Shell（英国・オランダ）、Sasol（南アフリカ共和国）、
ChevronTexaco（U.S.A.）、ExxonMobil（U.S.A.）、ConocoPhillips
（U.S.A.）、BP（英国）等。
（注5）OECD（経済協力開発機構）ガイドラインがベース。次
の3点からなる。①市場に歪み与えるような政府の介入、法整
備は禁止。②研究開発は、市場化から遠い基礎的・共通的な分
野については可。③実証化など市場に近い施策は、期限を定め
て目標を明確に公表し、世界の誰もが結果を使用できるように
すること。
（注6）京都議定書参加国と非参加国との間で、温室効果ガス削
減プロジェクトなどの共同の事業を実施し、削減分を参加国が
譲り受けることを認める制度。非参加国にとっては、参加国の
投資を通じて、自国の環境対策推進や技術移転といったメリッ
トがあると考えられている。
■用語説明■
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1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　日本は世界一の長寿国となった
が、現在、例えば 65歳は決して
高齢者とは言えず、元気な人が多
い１）。「シニア」は年長者・熟練
者・先輩・定年者等いろいろな意
味があるが、ここでは大学や企業
において定年間近かあるいは定年
直後の人々を「シニア」と呼び、
これに該当する研究者を「シニア
研究者」と呼ぶ。ここで言う「シ
ニア研究者」とは、その年齢に該
当する人材全体を意味しているの
ではなく、知的な蓄えやスキルを
もっており、アクティブに科学技
術の研究開発に力を発揮できる層
の人々を特定して呼ぶ。
科学技術動向研究
大学におけるシニア研究者の
現状とこれからの役割
̶シニア世代の研究者を有効活用する̶
 浦島邦子 伊藤　泰郎
 環境・エネルギーユニット 客員研究官
2   世界の定年と労働力人口の比較蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
定年と労働力人口の比較
　日本を含め世界の先進国の定年
規準年齢は図表１に示されるよう
に、いずれの国も年金支給開始年
齢と同じである２）。国としての定
年のないアメリカも、雇用者毎に
は定めて運用している。いずれの
国も長寿化により年金支給開始年
齢を引き上げる傾向が見られ、そ
れに伴って定年も 65歳となって
きた。しかし、先進国の中で、フ
ランスだけは他の国と異なり、若
年者の雇用を確保するということ
を理由に、定年を 65歳から 60歳
に引き下げた。
　日本もほとんどの企業で定年は
段階的に延長され、2013 年には
65歳になるところが多い。このし
っかりとした日本の雇用制度が安
定した生活の保障を意味し、安心
して働ける職場として日本を戦後
復興させ、発展させてきた原動力
でもある。実際に主要先進国の60
歳以上の人の労働人口は、図表２
に示すように他の先進国と比較す
ると日本は圧倒的に高い３，４）。こ
の事は日本人の勤勉性を現す尺度
であると同時に、長寿であって定
年後も元気のよい新しい労働力が
存在すると見ることができる。
図表１　日本と欧米主要国の定年規準年齢および年金支給開始年齢
国 定年基準年齢 年金支給開始年齢
日本
60歳。さらに、65歳までの継続雇用の努力義務も課
されている（高年齢者雇用安定法）。
60歳（特別支給の老齢厚生年金、男性）1994 年改正により、2001 年
から段階的に引き上げ、2013年に 65歳になる予定。
アメリカ 定年退職年齢はなし（雇用における年齢差別禁止法）。
65歳（62歳から減額して繰り上げ受給可能）。1983年改正により 2000
年から段階的に引き上げ、2027年に 67歳になる予定。
イギリス
65歳（女性は現在のところ 60歳が多い）。
定年年齢や通常の退職年齢までは、年齢のみを理由と
して解雇されないよう法的に保護。
男性 65歳、女性 60歳。1994 年改正により、女性についても労働協約
により規定されることが段階的に引き上げ、2020年に65歳になる予定。
ドイツ 65歳。労働協約により規定されることが一般的。
65歳（60歳から繰り上げ受給可能）、一部に早期支給の例外があるが、
段階的に廃止される予定。
フランス 60歳。企業内規により規定されることが一般的。
60歳。高齢者の早期退職の促進、若年者の雇用確保のため、1983 年度
に 65歳から 60歳へ引き下げた。
DISCUSSION PAPER No.27、表４～７より引用、抜粋
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２‐２
「2007年問題」
　日本は平均寿命が 82歳で世界
一の長寿命国であり、さらに出生
率も 1.29 にまで低下し、少子高
齢化が世界でも最も先行している
国で、日本の高齢化対応が世界で
も先例として注目されている。日
本の人口構成は図表３に示すよう
に逆ピラミットの形状をしており
５）、この型は世界の他の国とは異
なり、少子高齢化を示す典型的な
構成である。この図表で 54～ 56
歳に相当する人口の多い年代が第
一次ベビーブームで、団塊と呼ば
れている世代に相当する。世界で
はベビーブーマー、日本では団塊
世代と呼ばれているこの世代を指
すこととして、「2007 年問題」と
も言われているのは、人数の多い
この年代の人々が間もなく定年年
齢を迎えること、豊富な経験とノ
ウハウを蓄積していること、元気
で活力を維持していること、など
という理由からである。この団塊
世代のリタイアに関して、多方面
で検討されているが、財務省の財
政総合政策研究所が平成 15年 11
月から研究会を実施しており、報
告書を出している。同報告による
と、該当する人たちが 2007 年か
ら2010年までの間に大量にリタイ
ヤすることによって、日本経済に
多大な影響を及ぼし、GDPが約
16兆円も減少するという試算を出
している。その理由として、年金
負担の増大、地域福祉コストの増
大、技術の空洞化、管理職のリス
トラ失業などを上げている６）。団
図表３　日本の人口構成図
注）90歳以上人口は年齢人口が算出できないため、まとめて「90歳以上」とした。
総務省統計、高齢者の人口・推計から引用
図表２　労働力人口の国際比較（労働力人口に占める
 60 歳以上労働力人口の割合）
高齢者雇用の現状http://www.nagano-cci.or.jp を元に科学技術動
向研究センターで作成
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塊世代には、日本の経済や技術発
展を推進させてきた人達が多く存
在し、それより上の世代でも定年
後も現役として第一線で活躍して
いる人も多い７，８）。
２‐３
日本における
大学教員の年齢分布
　全大学教員の年齢分布は図表３
3   大学におけるシニア研究者の現状 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
日本の大学と学会の事例
　日本の大学における今までの退
職年齢は、私立と国公立で大きく
異なり、東京大学と東京工業大学
では 60歳、他の国公立大学では
63から 65歳、私立大学では 65～
70歳にしている大学が多かったが
青天井のところもあった。しかし、
厚生年金の支給開始年齢が段階的
に 65歳になることに決定したこ
とに伴い、定年もほとんどの大学
で 65歳になりつつある。大学に
よっては定年後、学内の役職業務
を外れて、一定期間教授として講
義などを担当するシステムを採用
している例もある。この場合は一
般の非常勤の講師とは異なる位置
付けである。その結果、従来は国
公立大学をリタイアした後、さら
に私立大学で教授として教育・研
究をすることが多かったが、今後
はそのようなケースは減少すると
思われる。
　最近、学会関係でもシニア研
究者の社会的貢献の重要性に鑑み
て、いろいろな取り組みが進めら
れている。例えば、電気学会では
長年電気学会の会員であって、高
度な技術力・専門性を有する会員
を「IEEJ Professional（仮称）」と
して専門分野や得意分野でのキャ
リアデータを登録、技術コンサル
タント、講師、実験指導員等とし
て活躍できる「知識・経験流通サ
ービス」を実施している。この新
しいサービスに対するアンケート
をとった結果、回答者の中に 50
代以上の会員が約 70％もおり、こ
のような学会としての知的サービ
ス活動に対して、50歳以上の学会
会員が高い感心を示している 10）。
シニア年齢層の人たちも、自分た
ちの蓄えたノウハウの継承が必要
であると認識し、それに積極的で
あることを示しているといえる。
　地元大学の教員を中心として
設立されたNPO北関東産官学研
究会は、近県大学および地元の企
業会員、大学・高専・研究所など
に所属する個人会員および公共団
体などの賛助会員から成る特定非
営利活動法人で、シニアエンジニ
ア紹介事業なども視野にいれなが
ら、北関東地域の産業と大学など
に示した日本全体の構成とほぼ
同様な傾向が見られる。図表４
と図表５に、平成 13 年度の全大
学の理学部と工学部に所属する
教員数の年齢別分布と全体に占
める理・工学部教員数の割合を
示す９）。団塊の世代の人たちはこ
の図表では 50～ 55歳未満および
55～60歳未満の部分に位置する。
全体を見て、この世代は数が多
く、特に工学部の教員は全体の
比率から考えると多い。集中的
に起こる団塊世代の定年退職は、
若者の新規採用を増加させる事
になるので、決して暗い現象ば
かりではないが、団塊世代と言
われる年代の人々の蓄えた知識
や経験は、日本の知的資源であ
り、これは決して若者からは得
られない大きな財産である。
図表５　全大学の教員数と理・工学部教員の占める割合
平成13年度学校基本調査報告書を元に動向研究センターにて作成
図表４　 平成 13 年度の全大学の理・工学部に所属する教員
数と年齢別分布
※平成13年 10月 1日現在の満年齢
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の発展に寄与していくべく活動を
行っている。その全体の概要を図
表６に示す。大学や企業などで研
究者、技術者として長年培ってき
た技術を持つ人たちが登録し、大
学発の技術をマーケットに結びつ
けるコーディネーターや、技術を
必要とする中小企業に対して、研
究者の紹介を行う事業などを実
施している。その活動は、シニ
ア研究者が中心となって行ってい
る 11）。従来から企業における研究
者や実務の経験者を大学教授に迎
える例は特殊ではなく、一般的に
行われてきたことであり、企業か
ら大学に専任として迎えることも
最近多くなったが、特殊な技術や
経験を必要とする教育には非常勤
教員が多い。これは実務経験を教
育現場に活かすことの重要性が高
いことの表れである 12）。
３‐２
北米の現状
　アメリカは1969年に雇用におけ
る年齢差別法（Aged Dicrimination 
in Employment Act：ADEA） が
成立し、40 歳以上の人を雇用す
る場合には年齢や性別による雇用
の区別を禁止している。退職者に
対してはNPOの全米退職者協会
（American Association of Retired 
Persons：AARP）が活発に支援し
ている。この組織は、全米で50歳
以上の人 3,500 万人の会員が所属
する世界最大のNPO団体である。
　北米では、定年に対する認識が
日本とは異なり、例えば外部資金
を獲得できるような研究者は、組
織を追い出されることなく、研究
を継続することができる。よって
大学での外部資金獲得に対する意
識が日本とは大きく異なる。大学
の中で教育研究に高い業績を上げ
た教授や準教授には一定期間雇用
の後、終身雇用の権利（テニュア）
が与えられる。通常、このテニュ
アは、発表論文数、外国人研究者
による推薦なども判断の一部に含
まれるような厳しい審査によって
与えられる。したがって、テニュ
アが得られない教員は転職せざる
を得ない。さらに主として外部か
ら資金を獲得できなければ研究も
出来ず、実際に研究を進める大学
院生や研究員を雇うことも出来な
いため、研究活動範囲が狭くなり、
研究成果発表に出かける旅費も
ないことになる。また、外部資金
の一部はオーバーヘッドとして大
学の収入となることから、多額の
グラントを獲得できる優秀な教授
は他の大学から引き抜かれて移動
することもある。給料は授業に対
して支払われることから、多くの
大学では９ヶ月分しか支払われな
い。当然研究費として獲得した外
部資金の一部は、自分の給料とし
て充当することができる。
　カナダでは１校は国立ではあ
るが、残りすべての大学が州立
大学であり、全ての教員が公務員
であることから給料は 12か月分
支給される。州政府のガイドラ
インでリタイアは 60から 65歳と
いうのが普通であるが、年齢と勤
続年数を合わせて 80になると引
退の対象となる。「引退」は“授
業からリタイア”することを意味
し、研究費を獲得し続ける限り研
究は継続できることから早期引退
をし、研究に専念する教授も少な
くない。実際 70歳を過ぎても現
役の研究者として研究室を確保し
ながら勤務している教授も少なく
ない。大学や学部・学科・資金の
性質によって大学に納めるいわゆ
るオーバーヘッドの比率は異なる
が、いずれにせよ外部資金は大学
にとっても、授業料に次ぐ重要な
収入源である。外部資金の獲得に
際して、リサーチサービスという
部署が資金運営や研究のサポート
をしている。なぜならば、特に若
手研究者は研究者としては有能で
も、資金運用に関しては未熟なこ
とが多いことから、サポートして
くれる研究推進アドバイザーの役
割をしているこの組織の存在意義
は大きい。このような組織がある
ことが、研究の活性化に役立ち、
研究に集中できることから、ベ
テランの教授や事業化に結びつく
発明をした研究者によって、多く
のベンチャー企業も設立されてい
る。その一例として、当時 70歳
の教授が、通常は加速器を使用し
てアイソトープを製造していた方
式を、原子炉で製造する新しい方
式を発明して事業化した。大学内
でこのような事業が多ければ、オ
ーバーヘッドによる収入も増加す
ることから大学としては事業化は
奨励しているが、一方倒産するケ
ースも多く、リサーチサービスに
対する期待と研究者にもマネージ
メント能力が要求される 13，14）。
　このように、研究開発に携わる
図表６　北関東産官学研究会事業実施関連図
NPO北関東産官学研究会ホームページを元に科学技術動向研究センタ
ーで作成
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人々への評価も高く、60歳を過ぎ
ても研究活動を精力的に推進でき
る制度となっている事が、北米が
世界的に技術力を維持している大
きな要因の一つであろう。
３‐３
欧州の現状
　ドイツはほとんどが州立大学
であることから教員は公務員であ
り、終身官吏として採用され、身
分は定年まで保証される。他の欧
州の国々と同様に、定年はおおむ
ね 65歳であるが、2002 年に高等
教育制度が改定され、教授の位置
付けが大きく変わった。特に大き
いのは、研究主体が若手の研究者
の方に基軸がシフトした制度に移
行したことである。改定では、大
学の中で独立して任期制で研究に
専念できる準教授というポジショ
ンを設け、研究の補助的な役割の
助手の制度を廃止した。改正のも
う一つの大きな点は、従来に比べ
て大学の中に競争原理を強く導入
したことである。旧法では教授の
受け取る俸給は基本給のみのであ
ったが、改正新法では基本給と外
部資金に相応する業績給の２本建
てになった。研究費を外部から獲
得するという競争原理の導入は、
世界の潮流になっている。
　フランスは全ての大学が国立で
あり、教授は全て国家公務員であ
るので、教授の採用は全て公募で
行われている。全国大学審議会が
研究指導資格（学位）や専門分野
での勤務経験、客員教員経験等の
能力の厳格な審査によって教授の
有資格者リストを作成し、そのリ
ストに登録された者が大学の公募
に応募し、各大学の選考により採
用される。教授数は全教員のほぼ
３割で、大学による給料格差はな
く、65 歳の定年まで完全に身分
は保証されている。ただし、養育
期間にある子供を持っている教授
は、定年延長できる制度を設けて
ある。教授には３ランクの位置付
けがあり、このうち最上位に位置
付けられている教授の中でも特に
研究業績の顕著な教授にのみ、リ
タイア後に「名誉教授」の資格が
与えられる。名誉教授の資格が与
えられると、定年が延長になる。
名誉教授は大学で推薦はするが、
教授の中でも名誉教授の称号が
国から与えられるのは極く稀なケ
ースであり、フランスの中で名誉
教授はあまり多くは存在していな
い。したがって、リタイア後に研
究者だった人がベンチャーを立ち
上げて仕事を継続する場合はある
が、アクティブに研究活動を継続
できる教授はあまり多くはない。
この状況は、未だピラミッド構造
の人口構成を維持しているフラン
スの国策にも依存していることを
うかがわせる。
　ポーランドでは一般の人の定年
は男性 65歳女性 60歳としている
が、教授職にはポジションとして
２種類が位置づけられている。上
位に位置づけられる教授は、大
統領が推薦することによって就任
することができる、いわゆる特任
教授をさし、特任教授になれば他
の教授に比べて特別な待遇が受け
られる。一般の教授職は普通の職
業と同じ 60歳でリタイアするが、
特任教授は 65歳まで現役でいら
れる権利が与えられ、さらに希望
があれば 70才まで教育研究活動
が続けられる権利を国が保障して
いる。特任教授はさらに 70歳で
リタイア後も元気であれば国の委
員会などの職につくことも可能で
ある。
３‐４
台湾の現状
　台湾でも公務員や大学教員のリ
タイアは 65歳であるが、教授は
70歳まで延長することができる。
ただし、毎年審査を受ける。審査
は、研究状況や外部資金獲得など
によって行われる。企業の場合は、
リタイア年齢に５～ 10歳の差が
ある。現在、台湾では、リタイア
したエンジニアがベトナムやマレ
ーシアなどの発展途上国に技術指
導に行き、国際貢献しているケー
スが多い。それらの国での技術指
導には今まで培ってきた技術で対
応可能であるため、リタイアした
人が適任であるという理由からで
ある。今後、東南アジアを主体に
中国本土へも人材育成を目的とし
て交流を続ける予定である。
4   大学と高校の関係 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
企業人と教育界
　大学と企業は、以前から教育の
上で関係はあったが、国立大学の
独立法人化や教員の公募制などの
導入により、最近両者の連携は従
来に比べて強くなりつつある。大
学の教員とは違い、初等中等教育
者になるには教員資格の免許が要
求される。しかし、平成 12年か
らは、教員免許がなくても教員と
同等あるいはそれ以上の資格があ
ると認められる場合には、校長に
着任できるようになった。以来、
校長を公募によって採用するとこ
ろも増えて、民間出身校長は平成
12年の初年度に広島と東京の３校
で採用、平成 13年から 16年の間
には９校、23校、54校、76校と年々
増加している。新たな制度である
ため現場ではいろいろと問題もあ
るが、期待以上の教育効果を挙げ
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ている例が多い。このシステムで
登用された校長は、企業に在職し
ていたシニアの人も多く、今まで
にはない新しい視点による指導に
よって教育現場を活性化している
ことは確かである。
４‐２
高校の授業と
大学入試の関わり
　大学教員による高校での講義や
交流は、平成14年の統計によると、
45 都道府県 10 市 1,291 校で実施
されている 15）。教育効果のみな
らず、日本の大学にとって従来に
はなかった教育への新たな取り組
みが近年必要になってきた事実が
ある。それは高等学校の学習指導
要領と大学の入試方法に関連した
問題である。高等学校の指導要領
は、ほぼ10年毎に見直しされるが、
現在は多くの科目が２分割されて
いる。例えば理科の科目で見ると、
理科総合、物理、化学、生物、地
学がそれぞれⅠとⅡに分けて扱われ
ている。そしてこれらの科目が選択
制であるため、系統的に履修してい
ない高卒者が多くなっている。ま
た、高校の入学段階で理系と文系
を分けて選択することが多いため、
途中で方向転換する生徒には系統
的な履修は難しい事になる。
　一方で、大学の入試方法も多様
でかつ科目も減少しているので、
専門として入学後に必要な科目で
も、試験科目として必須になって
いないのが現実である。高校の数
学や理科などの科目は積み上げが
必要な内容であり、特に理工系の
分野を学習する者には土台ともい
える重要な科目であるが、場合に
よっては履修していない学生もい
る。よって、大学では入学した学
生のレベルに差が見られるように
なり、大学での教育をスムーズに
進めるためには基礎学力を揃える
事が必要になってきた。したがっ
て、最近は大学入学者の土台とな
る基礎科目の学力レベルを揃える
ための入学前または後の補習的教
育が必要になり、実際に多くの大
学でこのような補習授業を実施し
始めているが、教授を始め在籍す
る教員がこのような授業を担当す
ると、研究時間に支障が出ること
が懸念される。しかしながら、大
学の教育レベルを維持・向上する
ためには、補習的教育の重要性は
当面更に高くなるであろう。
5   提　言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
５‐１
シニア研究者の能力や
意欲に応じた大学での活動
　現在、国公立大学を中心に年
齢によって一律に退職制度を設
けている大学がほとんどではある
が、能力があり、外部資金を獲得
できるシニア研究者は、北米のよ
うに大学に残って研究を継続でき
るようにするのが科学技術への貢
献の点からも望ましい。遺伝子研
究の伊藤嘉明教授（元京都大学）
は、定年退職後、助手や院生も含
めてシンガポール国立大学の分子
細胞生物学研究所（IMCB）に研
究室ごと移籍して、現在も現役と
して活躍中である。この例に示さ
れるように、成果や能力に関係な
く年齢を基準に退職を決定するこ
とは、まだまだ現役として働くこ
とのできる研究者の能力を無駄に
し、頭脳流出の原因となるばかり
か、定年間際の研究者の研究に対
する意欲も低下させ、国としての
損失にもなりうる 16）。実際、特任
教授という形で退職を延長できる
大学が増えてきているが、このよ
うな制度も明確な査定に基づく結
果によって決定されることが望ま
しい。また、大学における教員の
採用も公募のケースが多くなって
きているが、求人募集の全てが年
齢制限を付けているのが現状であ
る。シニア研究者には年齢に関わ
らず応募のチャンスを与え、実力
重視の公平な審査によって採用す
べきである 17）。
　一方、大学入学者の学力レベル
のばらつきが問題視されている。
高校の指導要領と入試科目の両者
が改善されない限り、基礎学力の
不揃い現象は継続するどころか、
更に大きくなる事が予想される。
そこで、多くの大学で教育のレベ
ルを維持するために補習を実施し
ているが、この補習的講義を専任
の教授陣でカバーするのには、教
員の負担が一段と増加する事に
なり、研究もままならない状態に
なることが懸念される。特に「助
教」①の導入により、大学の若手
教員は研究実績を競いつつ、教育
にも一定の責任を負うようになる
ため、彼らの負担を軽減する意味
でもこのような補講は研究教育の
経験の豊富なシニア研究者に委ね
ることが解決の一案である。
　また、戦後、開発から応用ま
で一貫して携わってきた年代の
人たちがリタイアすることによっ
て、技術が継承されなくなること
への懸念も問題視されている。特
に、学生に人気がないという理由
で、授業から削減されつつある原
子力や電力などの分野の知識や経
験の継承について、大きな問題に
なりつつある。これらは日本のエ
ネルギーの根幹に関わる問題であ
る。ある程度成熟した分野におけ
る技術の継承にはシニア研究者が
最適であると思われる。今まで日
本の科学技術の発展を名実ともに
支えてきた有能な研究者を年齢の
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みを理由に完全に引退させること
なく、有効活用するべきである。
実際、前述したように各方面でシ
ニア研究者がリタイア後も活躍で
きるシステムが立ち上がりつつあ
るが、まだごく一部の感は否めな
い。原子力や電力などのような成
熟した分野は研究者も減少して問
題であるが、今であればまだ授業
を受け持つことができる現役の教
授もいることから今のうちに、技
術継承のためのネットワークを構
築するべきである。定年を迎えた
団塊世代のシニア研究者が、技術
の継承と今後の技術発展に対して
貢献できる場を用意することがこ
れからは必要である。ちなみにこ
のような重電分野不人気の傾向は
日本ばかりではなく、世界中で見
られている。資源が乏しく世界一
の長寿国である日本は、20年から
30年先を見据えた国づくりのため
に、シニア人材が蓄えた知的資源
を有効に活かすべき時である 18）。
５‐２
シニア研究者による
大学以外での教育への支援
と産業への新たな貢献
　世界各国の国内総生産（GDP）
の伸び率と起業率はほぼ比例関
係にあり、起業率の向上はどの国
にとっても重要な施策になってい
る。日本は起業率が世界の中でも
最低レベルであるが、過去から常
に最低であったわけではない。第
二次世界大戦後の日本は、産業復
興が最も盛んに行われ、起業率の
高い時で経済成長も高かった。日
本が戦後の産業復興期以降は起
業率が低かったにもかかわらず
GDPを高く維持できたのは、工
業製品の生産体制の拡大によって
支えてきたからであろう。しかし
近年「ものづくり」の基盤であり、
日本の産業を支えている自動車や
電気製品の生産が海外に拠点を移
しており、海外依存度が年々増加
する傾向は今後も続くと予想され
る中で 19）、国内では活躍の場を淘
汰されたリタイアした技術者が中
国へ行き、技術指導をすることに
よって起こる技術流出問題が懸念
されているのも事実である。
　日本では、大学研究者の業績
は、最近まで研究論文のみによっ
て評価される時代であった。研究
熱心ではあるが、企業との共同研
究や特許申請には深い関心を持た
ない教授が多かった。しかし、近
年は産学連携が盛んになってき
ていることから、特許も業績と
して評価するようになってきて
いる。研究結果が特許に結び付け
られる事ができれば、研究結果が
活かされることにもつながる。特
許の取得は研究者としてのもう
一つの喜びであり、科学技術の
発展にも寄与することになる。企
業には従来から特許部などがある
が、1998 年のTLO法制定以降大
学でも知的財産を所轄する部署を
設けているところが多くなり、大
学発の特許も増加している。し
かし一方で、教員に対する研究業
績や評価がますます厳しいものと
なっていると同時に、研究にかけ
る時間も少なくなってきていると
いう声もある。そこで、授業も研
究も事務に関しても多忙な日々を
過ごしている現役の研究者をサポ
ートすべく、シニア研究者は退職
後も TLO（Technology Licensing 
Organization）などの組織に所属
することができれば、大学と外
部（企業）とのマネージメント
の役割を果たすことができるで
あろう。大学等の組織の体質を保
守的にしないための活性化も必要
であり、一種のフリーエージェン
トとして参加する制度や場を広く
準備することも必要ではないだろ
うか。起業にしても、例えば公的
資金を基礎に、レンタルラボで研
究する会社をつくるといった、一
定の責任はあるがリスクも小さい
“企業化”を考えるのもひとつで
ある。シニア研究者は自分の経験
を活かし、マネージャーとしてこ
のような活動に対して、若手も含
めて一緒に活動できるようになれ
ば、お互いメリットがたくさんあ
るはずである。あまり大きなリス
クを覚悟しなくても安心して特許
を申請することができ、起業が可
能となれば、今までの知識の蓄積
を有効に活かし、新たな技術展開
に結びつける道が開けることにつ
ながる。起業して失敗した場合の
リスクを思うと、事業を開始する
ことはなかなかできないのが日本
の現状である。そういったリスク
緩和を支援することにより、起業
意欲を消失することのないように
すれば、今後の科学技術の研究開
発の活性化に大いに貢献し、日本
の次世代の科学技術の発展に明か
りを灯すことになるはずである。
　また、シニア人材の活用の場
として JICAが行っているシニア
ボランティア活動があり、発展途
上国を中心に活躍している例もあ
る。このように、定年にこだわら
ないアクティブなシニア人材の活
図表７　技術者として第一線で活躍できる年齢の国際比較
％
30歳
以前
30歳代
前半
30歳代
後半
40歳代
前半
40歳代
後半
50歳
以上
年齢と
無関係
日本 2.2 17.1 29.7 30.6 4.7 0.5 14.6
米国 0.8 1.4 2.2 2.2 1.9 12.9 77.8
英国 1.7 1.7 6.2 5.4 5.4 7.4 72.3
ドイツ 1.0 0.8 4.4 5.2 7.0 8.8 71.8
資料： 譛日本生産性本部「米国の技術者・日本の技術者－技術者のキャリアと能力開発」ほ
かをもとに、科学技術政策研究所にて作成。
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15）  文部科学省平成 14年度版高等学
校教育の改革に関する推進状況：
http://www.mext.go.jp/a_menu/
shotou/kaikaku/2002/02/09/
02a.htm
16）  盪「葦の髄」から・時代の頭
脳 流 出 に 無 策（3/2）：http:/
/www.nikkei.co.jp/sp1/nt33/
20020301EIMI168101033001.html
17）  文部科学省科学技術政策研究所 
調査資料‐94、「科学技術人材を
含む高度人材の国際的流動性」、
2003年３月
18）  第１回年齢にかかわりなく働ける
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  http://www.mhlw.go.jp/shingi/
0104/txt/s0402-1.txt
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の国別分布推定の試み」2002 年
７月
用は、日本でも少しずつではある
が始まっており、その役割と効果
も認識され始めてきている。
　技術者として第一線で活躍でき
る年齢について調査したところ、
図表７のような結果となった。日
本では30歳代後半から40歳代前
半と答えた人が６割を占めたが、
米国やヨーロッパの国では年齢に
は無関係と答えている人が７割以
上いる。しかもアメリカでは50歳
以上と答えた人が１割以上いる。
　働くものは誰もが迎える定年に
ついて、多様な選択ができるよう
な仕組みを構築することが、少子
高齢化や理科離れといった問題の
解決の一端としても寄与できるは
ずである。
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